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研究及び教育への波及効果について 

土地利用マネジメントと連携した洪水リスク管理のあり方に関して、河川工学及び都市計画とい

った専門分野や所属学会等が異なり、普段、顔を合わせることの少ない多くの研究者が一同に介し

て、2018･19 年研究集会後の状況変化について議論し、今後の連携を進めるための論点について意

見を交わすことができた。この結果として、参加した研究者から、多くの刺激を得たとの感想を聞

いており、その後の研究の発展や、研究展開における研究者間の協力について良い影響を与えたと

確信している。 

研究集会報告 

(1)目的 

河川工学・都市計画を中心とする専門分野の参加者により、土地利用マネジメントと連携した洪水リス

ク管理に関する、現状と今後の方向性及び課題について、一堂に会して横断的に討議し、共通認識を深め

ることを目的とする。前回（2019年）及び前々回（2018年）の研究集会後に日本で急展開した、流域治

水や水災害リスクを踏まえたまちづくりの、政策面、研究面及び、地域での取組みの評価と、今後の連携

に向けた計画・治水技術やガバナンスを中心的なテーマとする。 

(2)成果のまとめ 

土地利用マネジメントと連携した洪水リスク管理のあり方に関する 2018･19 年研究集会後の状況変化

について、①「流域治水」政策の展開、②水害対策に関わる研究の展開、③水害対策に関する地域での取

り組みの現状と課題、という観点から河川工学・都市計画のそれぞれの分野から情報や認識を提供して議

論することで、幅広く広い理解を共有することができた。 

また、①計画技術と治水技術を融合した洪水リスク管理の可能性と課題、②土地利用マネジメントと洪

水リスク管理のガバナンスの連携、といった今後の連携を進めるための論点について、具体的な取り組み

事例や研究成果の紹介などを元に意見を交わすこともできた。 
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「⼟地利⽤マネジメントと連携した洪⽔リスク管理のあり⽅に関する学際的検討」 
研究集会概要

※敬称略

■概 要
趣  旨：2018 年及び 2019 年の⼀般研究集会での成果（学際的な議論の成⽴）及びその後の諸状況の

急進展を確認・評価した上で、今後の「⼟地利⽤マネジメントと連携した洪⽔リスク管理」
のあり⽅に関して、学際的な取り組みにより追究すべき諸点について議論する。

⽇  程：2023 年 6 ⽉ 9 ⽇（⾦）〜10 ⽇（⼟）
会  場：京都⼤学防災研究所（宇治キャンパス） 連携研究棟３階会議室

https://www.uji.kyoto-u.ac.jp/campus/map2.pdf （リンク先建物配置図の⻘⑤番）
幹  事：⽊内望（国総研）、佐⼭敬洋（京⼤）、中村仁（芝浦⼯⼤）、⼤原美保（東⼤）、⾺場美智⼦（兵庫県⽴⼤） 
そ の 他：京都⼤学防災研究所の令和 5 年度⼀般研究集会として実施（採択済み）

■１⽇⽬（6/9(⾦)）：「振り返り」と「諸状況の進展の確認・評価」を中⼼に

○開会（13:30）

○趣旨説明（13:35-14:10）
・今集会の概要と⽬的（⽊内望：国⼟技術政策総合研究所） 15min 
・2018･19 年研究集会の成果等の振り返り（中村仁：芝浦⼯業⼤学） 20min 

○2018･19 年研究集会後の状況変化に関する討論（14:15-17:30、1hr×3、休憩あり）
①「流域治⽔」政策の展開（14:15-15:05） 15min×2＋5min＋15min 
・「流域治⽔関連法」の評価と課題（瀧健太郎：滋賀県⽴⼤学）
・浸⽔想定区域における開発・建築規制の強化の実態、評価と課題（⾺場美智⼦：兵庫県⽴⼤学・

岡井有佳：⽴命館⼤学）
・質疑応答・意⾒交換 コメンテーター：秋⽥典⼦（千葉⼤）
②⽔害対策に関わる研究の展開（15:15-16:05） 15min×2＋5min＋15min 
・河川分野における研究の動向（野原⼤督：⿅島建設技術研究所）
・⼟地利⽤・建築分野における研究の動向（⽊内望：前掲）
・質疑応答・意⾒交換 コメンテーター：市川温（京⼤）
③⽔害対策に関する地域での取り組みの現状と課題（16:15-17:05） 15min×2＋5min＋15min 
・流域治⽔の取組事例からみた「⼟地利⽤と住まい⽅の⼯夫」（知花武佳：政策研究⼤学院⼤学）
・洪⽔リスクを踏まえた⽴地適正化計画と居住地形成（浅野純⼀郎：豊橋技術科学⼤学）
・質疑応答・意⾒交換 コメンテーター：⼤沢昌⽞（⽇⼤）
④１⽇⽬の議論まとめと翌⽇に向けた論点の整理（17:10-17:50） 15min＋5min×2＋15min 
・論点整理（⼤⻄正光：京都⼤学）
・質疑応答・意⾒交換 コメンテーター：松川寿也（⻑岡技⼤）、⽥中耕司（⼤阪⼯⼤・兵庫県⽴⼤）

○懇親会（18:15-） 於：レストランマダン⻩檗店
https://madang3699.wixsite.com/oubakuten 
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■２⽇⽬（6/10(⼟)）：いくつかの論点を中⼼とした話題提供と討論
①ショートレクチャー（9:30-10:15）進⾏：中村
・氾濫原地形特性に基づく流域治⽔と事前復興（⽯川忠晴：東京⼯業⼤学名誉教授） 25min 
・質疑応答・意⾒交換 コメンテーター：中村仁（芝浦⼯⼤） 20min 

②計画技術と治⽔技術を融合した洪⽔リスク管理の可能性と課題（10:25-12:00） 進⾏：佐⼭・⽊内
・流域治⽔の実践における取組みと課題（⼭本浄⼆：国⼟交通省⼤和川河川事務所⻑） 20min 
・流域治⽔の基礎となる地先の⽔害リスク評価に関する現状と課題（佐⼭敬洋：京都⼤学） 20min 
・質疑応答・意⾒交換 コメンテーター：⼤津⼭堅介（東⼤）、武内慶了（国総研） 10min×2＋35min 
・キーワード：対策⽬標に応じた段階的⼟地利⽤管理、頻発化 vs.激甚化、「上⼿に溢れさせる」治⽔

の可能性、流域・地区・建築スケールの対策、技術的可能性と合意形成の可能性

③⼟地利⽤マネジメントと洪⽔リスク管理のガバナンスの連携（13:00-14:30） 進⾏：⼤原・⾺場
・流域治⽔に向けた流域ガバナンスの転換の可能性（⼤野智彦：⾦沢⼤学（オンライン）） 15min 
・令和元年東⽇本台⾵後の河川・都市⾏政の取組みと課題（池⽥剛：郡⼭市都市構想部⻑） 15min 
・⼟地利⽤マネジメントへのステークホルダーの参加とその協働（⼤原美保：東京⼤学） 15min 
・質疑応答・意⾒交換 コメンテーター：磯村篤範（島根⼤）、近藤⺠代（神⼾⼤学）7.5min×2＋30min 
・キーワード：スケール・主体・分野を横断した議論の場と進め⽅、不確実で移転可能なリスクに対

する規制の正当性と補償の必要性、責任の曖昧化と明確化
④総合討論・まとめ（14:40-16:00）進⾏：中村
・意⾒交換・討論 コメンテーター：⽯川忠晴（東⼯⼤）ほか、参加者全員
・まとめと感想 幹事５名
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京都大学防災研究所令和 5年度一般研究会 参加者プロフィール   2023.6.7

■目次（あいうえお順、所属・肩書き等は当時）
氏名：所属 p 氏名：所属 p 
・秋田 典子（あきた）：千葉大学大学院
・浅野 純一郎（あさの）：豊橋技術科学大学

v ・新屋 孝文（しんや）：土木研究所
・瀧 健太郎（たき）：滋賀県立大学
・武内 慶了（たけうち）：国土技術政策総合研究所

xi 

・朝日向 猛（あさひな）：国土技術研究センター
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vi 
・田中 耕司（たなか）：兵庫県立大学大学院他
・田中 智大（たなか）：京都大学大学院
・田村 将太（たむら）：広島大学大学院

xii 

・石川 忠晴（いしかわ）：東京工業大学
・磯村 篤範 （いそむら）：島根大学
・大沢 昌玄（おおさわ）：日本大学

vii ・千葉 学（ちば）：北海道河川財団
・知花 武佳（ちばな）：政策研究大学院大学
・中野 卓（なかの）：建築研究所

xiii 

・大津山 堅介（おおつやま）：東京大学
・大西 正光（おおにし）：京都大学大学院
・大野 智彦（おおの）：金沢大学

viii ・中村 仁（なかむら）：芝浦工業大学
・南雲 直子（なぐも）：土木研究所
・野原 大督（のはら）：鹿島技術研究所

xiv 

・大原 美保（おおはら）：東京大学大学院
・岡井 有佳（おかい）：立命館大学
・木内 望（きうち）：国土技術政策総合研究所

ix ・馬場 美智子（ばんば）：兵庫県立大学大学院
・フローランス ラウルナ：京都大学
・松川 寿也（まつかわ）：長岡技術科学大学

xv 

・近藤 民代（こんどう）：神戸大学
・佐野 雄二（さの）：株式会社 アルテップ
・佐山 敬洋（さやま）：京都大学

x ・松木 洋忠（まつき）：国土技術政策総合研究所
・山本 浄二（やまもと）：国土交通省
・吉田 隆年（よしだ）:株式会社 ドーコン
・大学院生（安藤､水村､山田､喜多､高橋､徐）

xvi 

■プロフィール（あいうえお順）

秋田 典子（あきた のりこ） https://researchmap.jp/norikoakita 
千葉大学大学院 園芸学研究院 教授 １：○ 懇：○ ２：○ 

専門は都市計画及びランドスケープ。2021 年 3 月の流域治水関連法案改正時に衆議院で参考人として招致され、2021
年より国土交通省社会資本整備審議会河川分科会委員および河川整備基本方針検討小委員会委員を務める。東日本大
震災の復興支援活動に対して 2018 年に復興大臣より感謝状贈呈。 

日本都市計画学会防災特別委員会担当理事 

○秋田典子・一般社団法人雄勝花物語・鎌田秀夫(2021) 「雄勝ローズファクトリーガーデン」を通じた津波被災低平地
における持続的ランドスケープマネジメント,ランドスケープ研究,85(2),192-195

○荒木笙子・秋田典子(2021)東日本大震災後の防集団地居住世帯の居住地選択要因と満足度・復興の実感の傾向,日本建
築学会計画系論文集,86(785),1925-1935

○福田昌代・秋田典子(2023)帰還困難区域における特定復興再生拠点区域の選定の実態に関する研究,日本建築学会計画
系論文集,88(806),1290-1301

浅野 純一郎（あさの じゅんいちろう） https://researchmap.jp/read0182955 

豊橋技術科学大学 建築・都市システム学系 教授 １：○ 懇：× ２：○ 

地方都市を対象とした土地利用研究を長年行ってきた。最近では立地適正化計画に関わるテーマが増えてきている。こ
うした経緯もあり、土地利用の観点からみた水害対策に関心があり、昨年度より科研に取り組んでいる。災害対策では
大規模盛土造成地に関わる研究にも取り組んでいる。 

都市計画、土地利用計画、都市デザイン、近代都市計画史等 

日本建築学会（地方都市ストック・リデザイン小委員会委員） 
日本都市計画学会（中部支部長） 
愛知県･三重県・静岡県等の自治体各委員会（都市計画審議会、都市 MP や立地適正化計画策定委員会等） 

浅野純一郎（2020）「地方における戦後都市計画 –戦災復興から現代まで--」中央公論美術出版 

浅野純一郎・渡邉拓実（2023）「人口減少期の線引き制度運用の実態と立地適正化計画との関係に関する研究」計画系
論文集（公開前） 
○岩永匠・浅野純一郎「市街化調整区域地区計画と災害の発生のおそれのある区域との重複状況と今後の対応に関する

研究」都市計画論文集 57-2
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朝日向 猛（あさひな たけし） https://asahinatakeshi.web.fc2.com/ 
一般財団法人国土技術研究センター  
河川政策グループ、（併）都市・住宅・地域政策グループ 都市防災チームリーダー １：○ 懇：○ ２：○ 

阪神・淡路大震災後、市街地の災害対策として都市防災に取り組んできました。密集市街地整備法による対策検討等に
携わっておりました。東日本大震災後、津波防災地域づくりに関係し、2019 年台風第 19 号（東日本台風）後は、国土
交通省都市局、水管理・国土保全局、住宅局が設置した「水災害対策とまちづくりの連携のあり方」検討会に携わりま
した。 

都市防災、土地利用、水災害対策、TCFD 

日本都市計画学会（防災特別委員会・第 2 部会：気候変動への対応（幹事）） 

日本建築学会 

土木学会 

〇朝日向猛（2021）「立地適正化計画における防災指針を活用した事前防災型まちづくりの提案」JICE REPORT 第 39 号 

〇中村大介・朝日向猛・他（2021）「千葉県一宮川流域における流域治水に関する取組と展開に関する一考察」河川技術
論文集,第 27 巻 

〇岡安徹也・朝日向猛・竹内康彦（2022）「千葉県一宮川の事例からみる流域治水の取組と展開」建設機械施工 Vol.74 

雨宮 知宏（あめみや ともひろ） https://sho-wa.co.jp/ 
昭和株式会社 都市調査事業部 企画調査室 上席主任 １：× 懇：× ２：○ 

立地適正化計画制度ができた 2016 年ごろから、市町村が策定する都市計画マスタープランや立地適正化計画を支援す
る業務の中で、防災を意識した計画づくりに取り組んでいます。本格的に取組むようになったのは、2020 年の法改正で
立地適正化計画の中で防災指針を定めることになったころからです。 
2022 年からは、都市計画コンサルタントの業界団体である都市計画コンサルタント協会の検討部会に所属し、様々な
有識者の方々を招いた勉強会等を行いながら、都市計画が果たすべき役割・都市計画コンサルタントが果たすべき役割
について勉強・意見交換を行っています。 

都市計画、都市計画マスタープラン、立地適正化計画、地域公共交通計画 

都市計画コンサルタント協会 技術検討委員会 都市計画技術検討部会「水害とまちづくり検討部会」 

池田 剛（いけだ つよし） https://www.city.koriyama.lg.p 

郡山市 都市構想部 部長 １：× 懇：× ２：〇 

自己紹介・東日本台風当時、河川課長として災害対応とその後の治水対策等に携わってきました。今年４月からは都市
構想部長として、都市計画に関わるまちづくりを担当しています。 

主な経歴 下水道保全課長補佐・道路維持課長・河川課長を経て、現在は都市構想部長 

池田剛（2016）「ソフト・ハードを駆使して浸水被害を抑える郡山市の雨水対策」月刊下水道 39 (7) 

池田剛 ・阿蘇 慎二 （2022）「流域治水における関係部局との連携状況及びハザードマップについて」学校施設の防災対
策セミナー2022（講演） 

市川 温（いちかわ ゆたか） https://researchmap.jp/read0052016 
京都大学大学院 経営管理研究部（大学院工学研究科兼担） 教授 １：〇 懇：× ２：× 

流域水動態の理解とモデル化を基礎として、流域マネジメントにも関心をもって研究を進めてきました。都市域におけ
る適切な土地利用と建築物の管理ならびにその実現方策に関心があります。 

水文学，水工計画学，流域水動態，流域マネジメント 

土木学会（水工学委員会，流域管理と地域計画の連携方策研究小委員会） 

滋賀県河川整備計画検討委員 

市川ほか（2010）「水災害危険度に基づく建築規制の費用便益評価と土地利用規制との比較」土木学会論文集（66） 

寺本ほか（2010）「水災害危険度に基づく土地利用規制の適用性に関する分析」土木学会論文集（66） 

寺本ほか（2010） 「水災害危険度に基づく土地利用規制の費用便益評価 ―世帯所得の分布を考慮して―」土木学会論文
集（66） 

寺本ほか（2008）「地価分析を用いた水災害リスクに対する住民意識の評価に関する研究」水工学論文集（52） 

市川ほか（2007）「水災害危険度に基づく土地利用規制政策の費用便益評価に関する研究」土木学会論文集（63） 
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石川 忠晴（いしかわ ただはる） なし 

東京工業大学（名誉教授）、北京師範大学（客座教授）、コンサルタント会社（技術顧問） １：〇 懇：〇 ２：〇 

建設省土木研究所で治水計画および河川設計の研究を行いましたが（1978～1983）、東工大に移ってからは（学科の方
針で）水環境の現地研究に転向しました。しかし 60 歳を過ぎてから、当時 90 歳になっておられた恩師から、江戸時代
と現代の治水に関する比較研究を示唆され、若い頃の研究分野に戻ってきました。2016 年に定年退職してからは、治水
計画に関する論文執筆が趣味になり、毎年 4 編ほど発表しております。 

治水計画、河川設計、水環境計画 

土木学会、水文・水資源学会 

河川懇談会委員、ﾀﾞﾑﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ委員、河川水辺の国勢調査ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ（国交省東北地整）、河川懇談会委員（千葉県） 

石川忠晴：今後の超過洪水対策における計画的氾濫について, 水文･水資源学会誌, 33(6), 2020. 

石川忠晴：河川管理者に望まれる意識改革について～流域治水への転換にあたって, 科学, 岩波書店, 91(7), 2021 
Ishikawa, T. and Senoo, H.: Hydraulic Evaluation of the Levee System Evolution on the Kurobe Alluvial Fan in the 18th and 19th 
Centuries, Energies, https://www.mdpi.com/journal/energies, 2021 
石川忠晴：江戸時代の治水思想が流域治水プロジェクトの計画と実践に与えるヒントについて, 土論 D3, 78(6), 2022. 

石川忠晴･名本伸介:築堤に伴い谷底平野に発生する閉鎖性氾濫原での治水対策に関する提案と試算,土論 B1,78(2), 2022. 
Ishikawa, T. and Akoh, R.: Application of Running Water-Type Retarding Basin to Old Kinu River Floodplain, Japan, hydrology, 
https://www.mdpi.com/journal/hydrology, 2023 

磯村 篤範 （いそむら あつのり） 
島根大学 名誉教授 １：〇 懇：〇 ２：〇 

一応、専門領域は行政法学です。特に、公私協働・公物法に関心を持ってきました。法学の特殊性の一つは、学問の内
容がきわめて主観的判断によって構成されていること。法解釈論-例えば、判決-はその典型で、むしろ客観的な議論の枠
組で規範論を構成できないかと思い、河川工学の議論を夢描いています。公物（私物との区別）は今日ではきわめて相
対的で、「私」による公共性の担保は認められるべきだと考えていますが、「責任の社会的再配分」が求められるべきで
はないかと思っています・・・未だに。 

公共施設・公の施設、公物管理権（責任）、その法的根拠、公私協働 

日本公法学会、関西行政法研究会 

＜論文＞ 
磯村篤範  「公物管理法理論の変化及び紛争事例の再検討－公的サービス提供の多様化の視点から」：曽和俊文･野呂充･

北村和夫･前田雅子･深澤龍一郎編『芝池義一先生古希記念 行政法理論の探求』（有斐閣・2016 年）3 頁以下 
磯村篤範 「公物管理責任の守備範囲と公物管理論」島大法学 61 巻 3 号（2018 年）197 頁以下 
磯村篤範 「公的サービスへのネットワークシステムの導入の検討－情報共助ネットワークの社会的役割の評価につい

て」：野呂充･岡田正則･人見剛･石﨑誠也『現代行政とネットワーク理論』（法律文化社・2019 年）224 頁以下 
磯村篤範 「治水管理の担い手の変化と洪水ハード対策の守備範囲の検討－河川法に基づく河川管理行政の今日的な意

味についての一考察」法律時報 91 巻 12 号（2019 年）69 頁以下 
＜判例紹介＞ 
磯村篤範 ダム建設事業への公金支出の差止請求住民訴訟事件（大阪府）判例地方自治 481 号（令和 4 年）76 頁以下  

大沢 昌玄（おおさわ まさはる） https://sites.google.com/view/cityplanning-oosawa-lab 

日本大学 理工学部 土木工学科 教授 １：〇 懇：〇 ２：× 

2010 年ごろから「都市と河川の相互連携」についての研究を開始し、区域 MP ・市町村 MP と河川整備基本方針・河川
整備計画の相互連携の課題と可能性について探求しました。その中で、浸水リスクと土地利用について考えるようにな
り、今はコンパクトシティ施策と災害リスクのあり方等について、学術と実務の両面から展開しています。 

都市計画、都市交通計画、市街地整備、災害復興、土木史、都市計画史 

日本都市計画学会，「防災特別委員会第 4 部会」，幹事 
国土交通省水管理・国土保全局，「浸水被害軽減に向けた地下空間活用勉強会」，委員 
静岡市「静岡市立地適正化計画変更アドバイザリー会議」委員、 和光市「和光市立地適正化計画策定委員会」委員長 
秩父市「秩父市都市計画マスタープラン・立地適正化計画策定委員会」委員長 など 

大沢昌玄・小間井孝吉・阿曽克司・眞島俊光・埒正浩「浸水想定区域図と都市計画の連携に関する基礎的研究」土木学会
第 67 回年次学術講演会 
眞島俊光・大沢昌玄・小間井孝吉・埒正浩「立地適正化計画の誘導区域設定における災害リスク反映に関する考察」土木
学会土木計画学研究・講演集 Vol.56 
大沢昌玄･岡田一天「災害リスクを踏まえた都市と河川の連携の実際と変遷」土木学会土木計画学研究･講演集 Vol.62 等 
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大津山 堅介（おおつやま けんすけ） https://researchmap.jp/k-otsuyama 
東京大学 先端科学技術研究センター 減災まちづくり分野 特任講師 １：〇 懇：○ ２：〇 

個人 (Agent) と社会構造 (Structure) の相互関係を下敷きとし、災害復興期における居住地選択、住まい方、生業・資
産を含めた生存戦略に関心があります。国内に加え、災害が多発する ASEAN 諸国や北米の事例にも目を向け、復興と
自然環境を総合的に捉える事前復興（事前防災）の概念論・制度論・手法論の展開を目指しています。 

移住定住選択、立地選択と土地利用、防災計画、復興計画、都市計画 

日本建築学会 ［若手奨励］特別研究委員会：多元性に着目した復興再考 

日本建築学会 災害対策・復興の新手法構築小委員会 

日本都市計画学会 防災特別委員会・特別タスクフォース：新型コロナ対応 

〇大津山堅介 （2023）津波被災地における移住定住選択の帰結による人口集中地区の洪水再被災リスク：近傍移転・移
住論に向けた気仙沼市全世帯質問紙調査を通じて, 日本建築学会計画系論文集 88(807) 

〇大津山堅介・曽我部哲人・牧紀男（2021）米国 FEMA における事前防災に関する考察―気候変動適応策の選択肢と
その条件―, 地域安全学会論文集 39 

〇Otsuyama et al.（2021）Typology of Human Mobility and Immobility for Disaster Risk Reduction: Exploratory Case Study in 
Hillsborough County, Florida, Natural Hazards Review 22(4) 

大西 正光（おおにし まさみつ） https://researchmap.jp/read0112035 
京都大学大学院 工学研究科 教授 １：○ 懇：○ ２：○ 

インフラ・プロジェクトの制度、とりわけ PPP (Public Private Partnership)に関する研究に取り組んできました。2016 年
からは京都大学防災研究所に所属し、BCP や大規模火山噴火を対象とした危機対応時の態勢構築を目指した実践的研
究に従事し、災害リスクガバナンスのあり方について学際的に思索しています。
災害リスクガバナンス、官民連携、リスクコミュニケーション、制度分析、経済分析 

土木学会建設マネジメント委員会災害対応ガバナンス研究小委員会 委員長 

内閣府 民間資金等活用事業推進委員会計画部会 専門委員 

○大西正光 (2022) 「空港コンセッション事業におけるパンデミック対応のための経済的支援策」土木学会論文集 D3
（土木計画学）78(6)

○大西正光, 竹之内健介, 本間基寛, 金井昌信 (2019) 「気象情報のサービスプロセスにおける官民の役割に関する研究」
災害情報 17(2)

○大西正光, 関克己, 小林潔司, 湧川勝己 （2018）「火山災害における避難指示と想定外リスク」土木学会論文集 D3 （土
木計画学）74(1)

大野 智彦（おおの ともひこ） https://researchmap.jp/read0140679 
金沢大学 人間社会研究域 地域創造学系 教授 １：△ 懇：× ２：○ 

もともと「ダムをつくる、つくらないは誰がどうやって決めるのがよいか」というテーマに関心があり、1997 年河川法
改正後の河川整備計画策定過程への関係住民意見の反映の実態がどのようになっているのかを調べていました。そうし
た中で、計画策定段階だけでなくよりマクロな政治・行政過程を捉える必要性を感じ、最近は政策過程論を基盤とした
研究を行っています。ここ数年間は、熊本県の荒瀬ダム撤去の政策過程をテーマとしていました。 

環境政策論、政策過程論、環境ガバナンス、河川政策、政策転換 

環境経済・政策学会 理事、日本公共政策学会 理事、水資源・環境学会 理事、日本計画行政学会、日本行政学会 

金沢市環境審議会 委員 

国土交通省近畿地方整備局琵琶湖河川事務所 河川レンジャー制度運営委員会委員（2019 年 3 月まで） 
○Ohno, T. (2022). Advocacy Coalition Framework in Environmental Governance Studies: Explaining Major Policy Change for A Large

Dam Removal in Japan. International Review of Public Policy. 4(1)
○大野智彦・庄山紀久子 (2022) 「田んぼダムの全国的な普及状況と効果的な実施に向けた課題」『環境経済・政策研究』 15(2)

○大野智彦（2018）「環境政策統合の政策過程分析 1997 年河川法改正を事例として」『環境経済・政策研究』11(1)
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大原 美保（おおはら みほ） https://researchmap.jp/oharamiho 
東京大学大学院 情報学環 総合防災情報研究センター、生産技術研究所 教授 １：○ 懇：○ ２：○ 

災害リスク・レジリエンスの現状や将来あるべき姿に関心を寄せています。災害リスク・レジリエンスの評価手法の開
発、災害リスク情報を活用したまちづくりや災害対応計画立案などに関する研究に従事してきました。後から後悔する
ことにならないよう、災害被害を未然に防ぐための災害リスク情報の効果的活用に貢献したいと思っております。 

災害リスク・レジリエンス評価、防災計画、災害対応 

所属学会：土木学会、都市計画学会、地域安全学会、日本自然災害学会、日本災害情報学会など 
委員等：日本学術会議連携会員、日本工学アカデミー会員、中央防災会議委員、文部科学省防災科学技術委員会委員 

内閣府 政府業務継続に関する評価等有識者会議委員等、東京都 豪雨対策検討会委員等 

〇大原美保・南雲直子・新屋孝文（2022）：平成 30 年 7 月豪雨災害での被災事業所の営業再開・生産活動の回復状況の分析 
〇Miho OHARA, Naoko Nagumo(2019):  Mortality by Age Group and Municipality in the July 2018 Torrential Rainfall 
〇大原美保・澤野久弥・馬場美智子・中村仁（2018）:建築規制を伴う浸水警戒区域指定の前後における住民意識の変化 
〇大原美保・澤野久弥・馬場美智子・中村仁（2017）: 水害に強い地域づくりへの参加意向に関する調査分析 : 水害リスクを

踏まえた住まい方への転換に向けて— 

岡井 有佳（おかい ゆか） https://researchmap.jp/09110102 
立命館大学 理工学部 教授 １：〇 懇：〇 ２：〇 

都市計画の制度論を中心に、特に人口減少を踏まえたコンパクトシティのあり方について研究しています。その一環と
して、近年は、水害リスクを考慮した都市計画・土地利用規制に課する研究にも取り組んでいます。 

都市計画、土地利用、コンパクトシティ、広域行政、フランス 

日本建築学会建築法制委員会居住制限のための建築規制のあり方研究小委員会 

日本都市計画学会シュリンキングシティ研究会 

○喜多孝輔・馬場美智子・岡井有佳（2022）「人口密度を考慮した居住誘導区域の水害リスク評価」『日本建築学会大会
学術講演梗概集』

○馬場美智子 ・岡井有佳 （2021）「水害対策としての開発規制に関する都道府県条例等に関する研究」『都市計画論文集
No56-3』

○馬場美智子・岡井有佳（2017）「日仏の水害対策のための土地利用・建築規制」『都市計画論文集 No52-3』

木内 望（きうち のぞむ） https://researchmap.jp/n_kiuchi 

国土交通省 国土技術政策総合研究所 住宅研究部 
（東京大学大学院 特定客員教授） 

部長 １：○ 懇：○ ２：○ 

2015 年頃から、水害リスクのある地域での治水整備と連携した土地利用の規制・誘導のあり方を研究しています。その
一環として、水害を考慮した建築物の計画のあり方と、対策の費用対効果についても検討してきました。現在は、多段
階的な浸水リスクを踏まえた多段階的な土地利用規制・誘導の理論化（科研）等に取り組んでいます。 

都市計画、都市の土地利用計画、住環境整備、水害対策まちづくり 

日本都市計画学会 防災特別委員会第２部会 

日本学術会議 流域治水に資する建築物の耐水設計検討小委員会 

学校施設等の防災・減災対策の推進に関する調査研究協力者会議・学校施設の水害対策検討部会（文部科学省） 

北海道地方における流域治水のあり方検討会（国土交通省北海道開発局等） 

「水害対策とまちづくりの連携のあり方」検討会（国土交通省） 

〇木内望・中野卓（2023）「建築物の浸水対策案の試設計に基づくその費用対効果に関する研究」建築研究報告(153) 

〇木内望（2019）「水害リスクを踏まえた建築・土地利用マネジメントに関する考察:」都市計画論文集 54(3) 

〇木内望（2019）「英国の開発審査手続きにおける洪水リスクの扱いに関する事例調査」都市計画報告集 (18) 
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近藤 ⺠代（こんどう たみよ） https://researchmap.jp/tamiyo_kondo 
神⼾⼤学 都市安全研究センター 教授 １：○ 懇：○ ２：○ 

復興期に住宅耐⽔化（敷地の嵩上げ、⾼基礎化）がどのように進むのか、進まないかを研究しています。分析対象は集
団移転を減災復興の選択肢にできない市街地⽔害（倉敷市真備町：2018 年、武雄市：2019、21 年）です。被災者に対
する質問紙調査、⽬視による耐⽔化の現地調査を⾏っています。兵庫県⽴⼤学の⾺場美智⼦先⽣との共同研究です。 

居住環境計画、住宅減災復興 

⽇本建築学会、⽇本都市計画学会、地域安全学会、⽇本災害復興学会 

奈良県 総合治⽔対策推進委員会 委員 

〇近藤 ⺠代, ⾺場 美智⼦, 藤井 諒平, ⽔害常襲地における被災者による住宅減災復興と主観リスクの関係性に関す
る研究, 都市計画論⽂集, 2023, 58 巻, 1 号, p. 58-69 

〇成本 凌, 蒲⽥ 峻⼤, 近藤 ⺠代, ⾺場 美智⼦, ⽔害による連続被災を経験した佐賀県武雄市における住宅耐⽔化⾏
動と空間的特徴, 都市計画報告集, 2022, 21 巻, 4 号, p. 471-476 

佐野 雄⼆（さの ゆうじ） http://www.artep.co.jp/ 
株式会社アルテップ 執⾏役員 チーフ・マネージャー １：○ 懇：× ２：× 

都市計画コンサルタント業務を⾏う企業が参画する「⼀般社団法⼈ 都市計画コンサルタント協会」において技術委
員会に所属しています。協会では昨年度「⽔災害とまちづくり検討部会」を⽴ち上げ、そのメンバーとして活動してい
ます。今回、⽊内様からお声がけいただき出席させて頂きます。記録作成を担当します。 

⽔災害とまちづくり検討部会では、これまで⽊内様（国総研）、瀧様（滋賀県⽴⼤学）、朝⽇向様（国⼟技術研究セン
ター）からお話をお聞きしながら、都市計画、都市計画コンサルタントの視点で、⽔災害をどのように捉え、これから
の都市計画・まちづくりに対応していくかについて勉強を重ねております。

今回の貴重な機会を活かして、今後の検討部会への活動に役⽴てて参ります。よろしくお願いいたします。 

専⾨分野：都市計画、⼟地利⽤計画、景観、まちづくり計画 
キーワード：都市計画コンサルタント、市街地整備事業
社会活動：都市計画コンサルタント協会 技術委員会 ⽔災害とまちづくり検討部会 

主な担当分野：都市計画マスタープラン、景観計画関連、地区レベルのまちづくり、ほか 

佐⼭ 敬洋（さやま たかひろ） http://flood.dpri.kyoto-u.ac.jp/sayama/ 
京都⼤学 防災研究所 防災技術政策研究分野 教授 １：× 懇：〇 ２：○ 

⽔⼯学・⽔⽂学を基礎に洪⽔予測と⽔害リスク評価に関する研究を進めています。特に、降⾬流出から洪⽔氾濫までを
流域規模や全国規模で⼀体的に解析するモデル(RRI モデル)の開発と応⽤に関する研究を実施しています。流域治⽔の
観点からは、地先の⽔害リスク評価や流域⽔害対策計画のあり⽅を整理したうえで、治⽔対策と⼟地利⽤マネジメント
をどう連携するかが⼤切であると考えています。
⽔⼯学・⽔⽂学・⽔害リスクマネジメント・洪⽔予測
〇佐⼭敬洋：⺠間企業による適切な浸⽔リスク評価に向けた今後の展望、河川、No. 922, pp. 24-28, 2023.
〇佐⼭ 敬洋, ⼭⽥ 真史, 菅原 快⽃, 近者 敦彦, 関本 ⼤晟, ⼭崎 ⼤: 広域降⾬流出氾濫モデルによる浸⽔分布の推定 - 地

形補正の効果検証 - , ⼟⽊学会論⽂集Ｂ１（⽔⼯学）, Vol. 78, No. 2, pp. 565-570, 2022.
環境省「気候変動による災害激甚化に関する影響評価検討委員会」委員
⼟⽊学会⽔⼯学委員会幹事⻑、⾃然災害学会「⾃然災害科学」編集⻑、⽔⽂・⽔資源学会国際誌「HRL」編集委員
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新屋 孝文（しんや たかふみ） https://www.pwri.go.jp/icharm/index_j.html 
土木研究所 水災害・リスクマネジメント国際センター(ICHARM)・水災害研究 G 上席研究員 １：○ 懇：○ ２：○ 

国土交通省の職員として 20 年以上、ダム建設事業、河川計画、防災気象情報、水資源政策、河川環境政策等に携わって
きました。令和元年東日本台風後には新幹線車両基地等で被害を受けた JR 東日本に交流派遣され、水害対策の提言活動
の一方で、民間企業の視点での水害対策に多くの新たな学びを得ました。 
2022 年度からは ICHARM において、流域治水を進める上での長期的な視点での土地利用誘導の手法や流域内でのコス
ト分担に関して新たな施策につながる研究の方向性を模索しているところです。
国土交通行政（水管理・国土保全）、民間企業（公益インフラ、地域金融機関、TCFD 等）、コスト分担、世代を超えた土
地利用誘導 

○大原美保, 南雲直子, 新屋孝文(2022)「平成 30 年 7 月豪雨災害での被災事業所の営業再開・生産活動の回復状況の分
析」土木学会論文集 B1（水工学）78(2)

○南雲直子, 傳田正利, 原田大輔, 小池俊雄, 江頭進治, 新屋孝文(2022) 「洪水被害軽減に向けた仮想避難体験プログラム
提供の試み」日本地理学会発表要旨集 2022a,ID 240, p. 51

瀧 健太郎（たき けんたろう） https://researchmap.jp/read0152809 
滋賀県立大学 環境科学部 教授 １：〇 懇：〇 ２：〇 

川の日生まれ。大学院修了後、民間企業を経て滋賀県庁勤務（18 年間）ののち現職。河川・流域政策の実務を長年にわ
たって担当しました。現在は大学に籍を移し、流域の水循環と社会システムとの相互関係に着目し、持続可能な流域社
会の実現に向けた政策・計画研究を進めています。当面の目標は「流域治水×グリーンインフラ」の社会実装です。 

流域治水、水工計画、グリーンインフラ、EcoDRR、土地利用 

土木学会・応用生態工学会・環境法政策学会 

自然生態系を基盤とする防災・減災の推進に関する検討会（環境省） 

グリーンインフラ実践ガイド検討会（国土交通省） 

学校施設等の防災・減災対策の推進に関する調査研究協力者会議・学校施設の水害対策検討部会（文部科学省） 

〇 馬場大輝・築山省吾・辻光浩・瀧健太郎（2023）令和 4 年 8 月豪雨時の高時川霞堤の機能評価と保全方策の検討, 
河川技術論文, 29（in Print） 

〇 瀧健太郎・中村亮太・原田守啓・田中耕司（2021）霞堤の治水機能の評価方法および流域治水計画における位置付
けに関する一考察, 河川技術論文集 ,27, 557-562 

〇 Wanhui Huang, Shizuka Hashimoto, Takehito Yoshida, Osamu Saito, Kentaro Taki (2021)  A nature-based approach to mitigate 
flood risk and improve ecosystem services in Shiga, Japan, Ecosystem Service, 50, 242-250 

武内 慶了（たけうち よしのり） https://www.nilim.go.jp/lab/rcg/newhp/index.htm 
国土交通省 国土技術政策総合研究所 河川研究部 水害研究室 室長 １：〇 懇：〇 ２：〇 

川（水害）と地域社会の営みとの接続部分に着目した研究を広く行おうとする部署に所属しています。 

水害被害実態、減災対策、水害リスクマップ、氾濫解析、避難行動、水防活動支援技術、土砂・洪水氾濫（河道埋塞） 

土木学会水工学委員会河川部会 委員（土木学会） 
北海道地方における流域治水のあり方検討会（国土交通省北海道開発局） 
富山県水防災情報に関する検討委員会（富山県） 

〇武内・諸岡・山田：洪水時の避難開始行動を記述するシステム方程式の提案、災害情報、No.20-2、2022． 
〇武内・福島・諏訪・天野：中山間地域谷底平野における避難時間確保を目指す減災システムに関する考察、土木学会

論文集 B1、Vol.74、No.4、2018． 
〇武内・小林・板垣：水防活動実態の把握及び避難誘導に着目した水防活動支援技術の提案、河川技術論文集、第 25

巻、2019． 
〇武内・山本・海老原・井上・板垣：急勾配河道区間に大量の細粒土砂が供給された場合の堆積・延伸過程、河川技術

論文集、第 29 巻、2023．（印刷中） 
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田中耕司（たなか こうじ） https://researchmap.jp/read0153339 

兵庫県立大学大学院減災復興研究科・大阪工業大学知的財産学部 客員教授・特定研究員 １：○ 懇：○ ２：○ 

自己紹介・研究テーマと研究集会との関連など（数行程度） 
コンサルタント在籍中から流域治水に携わり，特に水文/水理学・洪水氾濫解析に基づく被害推算手法，リスク評価，リ
スクコミュニケーションに関する研究や地区防災計画に関する研究を実施してきました．また，今後の洪水を予測する
ためのモデルとその精度向上のための数理工学的な研究も取組でいます．
最近では，リスク評価に基づく土地利用規制+環境保全区域やその誘導についても研究を始めています．
河川工学，水理学，水文学，数理工学，地区防災計画  等 

三重県紀宝町鮒田地区における地区防災計画作成支援 
土木学会・地区防災計画学会・日本自然災害学会・日本災害情報学会・応用生態工学会 など 

〇2 次的内水氾濫の発生とその防災・減災対策 の課題 ，土木学会論文集 F6（安全問題），2021 年 11 月 
〇霞堤治水機能の評価方法および流域治水計画における位置づけに関する一考察，河川技術論文集，2021 年 6 月 
〇地域のタイムライン防災を軸とした生活防災の取り組みとその効果，土木学会論文集 F6(安全問題)，2021 年 1 月 
〇市街地の変遷を踏まえた洪水氾濫リスク評価による防災計画，歴史都市防災論文集，2014 年 7 月

田中智大（たなかともひろ） https://researchmap.jp/7000019220 
京都大学大学院 工学研究科 社会基盤工学専攻 助教 １：× 懇：× ２：○ 

気候変動を考慮して現在と将来の洪水リスクを評価し，対策するための手法を提案しています．具体的には，１）河川
流量・氾濫を予測するための水理・水文モデルの開発，２）極値統計学を用いて現在と将来の極端洪水の発生確率を推
定する手法の確立に取り組み，それらを膨大な気候予測データと組み合わせることによって洪水リスク評価手法の確立
を目指しています．さらに，地域ごとの洪水リスクに応じて河川整備や住まい方を変える都市計画的な洪水リスク管理
策を実装した場合の効果を評価するための経済モデル開発にも取り組んでいます．これらの手法の確立と対策の評価を
通じて，洪水のリスクを把握して対処できる社会の実現を目指します． 

降雨流出モデル、気候変動影響評価、洪水リスク評価、立地選択、極値統計解析、マルチエージェントモデル 

グローカル気候変動適応研究推進小委員会 
損害保険料率算出機構災害科学研究会 風水害部会 
令和 5 年度気候変動による災害激甚化に関する影響評価検討委員会 

Tanaka et al. (2022)「Novel framework for assessing long‐term flood risk management pathways focusing on river channel 
improvement and amenity policies」Journal of Flood Risk Management 
Tanaka et al.（2021）「多変量極値分布の大規模アンサンブルデータへの適用 ー2 流域の極端洪水の同時生起確率推定
ー」応用統計 50(2-3) 
田中ら（2018）「浸水被害確率マップ作成手法の開発と宅地かさ上げによる便益評価への応用」土木学会論文集 B1 （水
工学）62 I_1477-I_1482 

田村 将太（たむら しょうた） https://researchmap.jp/ST4728 
広島大学大学院 先進理工系科学研究科 建築学プログラム 助教 １：○ 懇：○ ２：○ 

2018 年の平成 30 年 7 月豪雨をきっかけに、豪雨による災害（土砂災害や水害）に対応した都市のあり方について研究
しています。現在では、防災・減災の視点からグリーンインフラを活用した土地利用計画のあり方や豪雨災害を想定し
た流域土地利用のあり方について研究しています。 

都市計画、都市防災、土地利用計画、コンパクトシティ、地理情報システム（GIS） 

平成 30 年 7 月西日本豪雨災害調査 WG（日本建築学会） 

共同研究プロジェクト：豪雨災害を想定した流域土地利用計画を描く～「まもる」「さける」「つきあう」の適正配置に
向けて（東広島市） 

〇荒木良太…田村将太・田中貴宏（2022）「洪水抑制効果に着目した市街地内のグリーンインフラ導入計画シナリオ評
価－広島県呉市中央地区を対象とした配置と量の検討－」都市計画論文集 57(3) 

〇田村将太・田中貴宏（2021）「土砂災害警戒区域を考慮した市街地集約化の多面的効果に関する研究－広島市を対象
としたシナリオ作成と評価－」土木学会論文集 D3（土木計画学） 77(4) 

〇田村将太 ・田中貴宏（2019）「三原市本郷都市計画区域における平成 30 年 7 月豪雨の浸水エリアの特徴－浸水想定区
域および宅地開発の変遷との関連に着目して－」地域安全学会論文集 35 
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千葉 学（ちば まなぶ） 
一般財団法人 北海道河川財団 企画部 上席主査 １：〇 懇：〇 ２：〇 

2018 年頃から、諸外国の気候変動適応策やリスク評価に関する事例を調査し、北海道開発局が設置した気候変動及び
流域治水に関する検討会等へ情報提供しています。特にオランダの水害リスク低減の取り組みに着目して 2019 年から
日蘭の専門家らで技術交流を重ね、新たなリスク評価手法を開発する国際共同研究プロジェクトに取り組んでいます。 

水害リスク評価、気候変動適応策、他分野リスク比較 

北海道地方における流域治水のあり方検討会（国土交通省北海道発局等）（事務局として） 

日蘭共同研究「北海道における洪水リスクと気候変動」（オランダ企業庁 水のパートナープログラム）2019～2021 

日蘭共同研究「北海道とオランダにおける気候変動及び洪水リスク評価」（オランダ公共事業局ほか）2022～2024 

〇千葉ら(2018)「オランダの治水分野における気候変動適応策の検討･実施状況に関する調査報告」河川技術論文集 24 
〇千葉ら(2019)「オランダの治水分野における気候変動適応策の検討･実施状況に関する調査報告(第２報)」河川技術論文集 25 
〇一般財団法人北海道河川財団（2019）「気候変動を踏まえた新しい洪水リスク解析［降雨・流量編］」 
〇Bob Maaskant, Bas Kolen, Manabu Chiba, et al.（2021）「Flood Risk and Climate Change Hokkaido - Final Report」 

知花 武佳（ちばな たけよし） https://researchmap.jp/chibana 
政策研究大学院大学 教授 １：○ 懇：○ ２：× 

河川地形や川と人々との関わりについて，主に現場での調査を中心に研究を進めてきましたが，近年は地域の地理的歴
史的特徴から治水対策を考えるようにしております．2020 年に土木学会から出された提言「台風第 19 号を踏まえた今
後の防災・減災に関する提言から河川、水防、地域・都市が一体となった流域治水への転換～」は幹事長としてとりま
とめを担当しました．また，小学生や高校生向けの防災教育にも取り組んでいます． 

河川地形、流域環境、河川計画 

土木学会水工学委員会河川部会 

「水害リスクを自分事化し、流域治水に取り組む主体を増やす流域治水の自分事化検討会」委員 他 

〇 Chibana, T.; Quiocho, R.; Watanabe, K.  (2022): Role of Grain Size Distribution and Pier Aspect Ratio in Scouring and Sorting 
around Bridge Piers. Water 14(13):2066. 

〇 村井智也，知花武佳，渡部哲史 (2021) ：居住地の地理的特性に着目した流域の類型化-流域治水の方策検討に向けて
-，河川技術論文集，27， 603-608． 

〇 山田真史，知花武佳，渡部哲史 (2019) ：地先のハザードカーブに基づいた流域の地理的構造化とその自然的・社会
的要因の分析，河川技術論文集，25，37-42． 

中野 卓（なかの たく） https://researchmap.jp/taku_nakano 

国立研究開発法人 建築研究所 住宅・都市研究グループ 研究員 １：〇 懇：〇 ２：〇 

2019 年の建築研究所への着任後に、都市における水害対策に係る研究を開始。水害対策については基本的に木内望氏
（本集会の幹事）と共同で研究を実施しており、私は主に GIS･統計解析を担当しています。その他、別件にて、建築物
単体の浸水被災後の性能向上復旧（ビルド･バック･ベター）に関する課題を科研費で取り組んでいます。 

都市計画、土地利用、住環境、住宅政策、統計解析 

日本建築学会 都市計画委員会 住環境計画小委員会 

〇木内望･中野卓（2023）「建築物の浸水対策案の試設計に基づくその費用対効果に関する研究」建築研究報告(153) 

〇中野･木内(2021)「水害実績図を用いた市街地における浸水実績の把握と水害リスクの評価」都市計画論文集 56(3) 

〇中野･木内(2020)「水害統計調査基本表に基づく河川水害による建物・市街地被害の傾向」都市計画報告集 19(3) 

〇中野･木内(2020)「水害リスクを踏まえた都市づくりにおける洪水浸水想定区域の活用可能性と課題」都市計画論文集 55(3) 
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中村 仁（なかむら ひとし） https://www.planktonik.com/nakamurajin/ 
芝浦工業大学 システム理工学部 環境システム学科 教授 １：〇 懇：〇 ２：〇 

2006 年頃から東京都葛飾区新小岩北地区の水害対策まちづくりに関わっています。2012 年に芝浦工業大学に赴任して
以降、土地利用計画・マネジメントと連携した洪水リスク管理に関心をもって、国内外の事例調査、河川氾濫シミュレ
ーション、雨水管理シミュレーション、避難シミュレーションなどによる研究を進めています。2018 年、2019 年に京都
防災研究所で開催した研究集会では、代表者として運営を担いました。 

都市・地域計画、コミュニティデザイン、防災減災対策、気候変動適応策 

行政委員として、埼玉県のさいたま市、久喜市、熊谷市、所沢市、和光市、入間市に関わっています。 
本年度、建設コンサルタンツ協会のインフラ研究会 「高規格堤防とまちづくり」の座長兼アドバイザーを担っています。 

〇 Hutama, I. A. W. & Nakamura, H. (2022). Disaster evacuation route choice in Indonesian urban riverbank kampong: Exploring 
the role of individual characteristics, path risk elements, and path network configuration, International Journal of Disaster Risk 
Reduction, 81, 103275. 

〇 Uchiyama, S., Bhattacharya, Y. & Nakamura, H. (2022). Efficacy Analysis of Urban Planning Scenarios for Flood Mitigation 
with Low Impact Development Technologies Using SWMM: A Case Study in Saitama City, Japan, IOP Conference Series: Earth 
and Environmental Science, 973, 1, 012012. 

南雲 直子（なぐも なおこ） https://www.pwri.go.jp/icharm/about/organization_and_staff_j.html 
土木研究所 水災害・リスクマネジメント国際センター(ICHARM)・水災害研究 G 専門研究員 １：○ 懇：○ ２：○ 

2014 年から ICHARM にて洪水・土砂に関する研究を進めています。洪水氾濫の特性理解、河川と人間の関わりの在り
方、沖積平野における地域の住み方、などに関心があります。 

地理学、河川地形、土砂輸送 

日本地理学会災害対応委員会 

日本学術会議地理教育分科会自然地理学・環境防災小委員会 

〇南雲直子・江頭進治（2021）「地形解析に基づく中山間地河川の土砂輸送過程に関する研究」地理学評論 94(2） 

〇南雲直子・江頭進治（2019）「2017 年九州北部豪雨による赤谷川流域の氾濫の実態と地形分類に基づく被災家屋の立地
分析」地学雑誌 128 

〇南雲直子・大原美保・バドリ バクタ シュレスタ・澤野久弥（2016）「フィリピンの洪水常襲地帯における洪水氾濫解
析と GIS マッピング―災害対応計画作成に向けた取り組みと課題―.」E-journal GEO 11 

野原 大督（のはら だいすけ） https://researchmap.jp/nohara-res 
鹿島技術研究所 サスティナブルソサエティラボ 主任研究員 １：○ 懇：○ ２：○ 

主に治水・利水施設の運用の高度化、気象予報の利活用などの研究を行っていますが、自治体勤務時の台風対応経験な
どから、水害時の危機対応や BCP に関する研究も並行して行っています。また、近年は効果的で調和のとれた洪水リス
ク管理に向けた制度論的な検討にも取り組んでいます。
水工学、水資源工学、水文計画学、水害対応、洪水リスク管理 

土木学会 地球環境委員会 

ダム工学会 ダム貯水池課題研究部会 ダム大規模洪水対応 WG 

国際水理環境学会（IAHR） 水資源管理技術委員会 

Steering Committee Member, International Flash Flood Program (中国水利水電科学研究院) 

○ 野原ら(2021)「令和 2 年 7 月豪雨災害から示唆された拠点医療機関の水害対策の課題と方向性」土木学会論文集 B1, 77(1)
○ Nohara et al.(2020) “ Real-time flood management and preparedness: Lessons from floods across the western Japan in 2018”, Advances in

Hydroinformatics 

○ 野原・角(2020)「浸水想定区域図やハザードマップを利用した全国の感染症指定医療機関の浸水想定状況の調査」自然災害科学, 39(2) 
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馬場 美智子（ばんば みちこ） https://researchmap.jp/michikob 
兵庫県立大学大学院 減災復興政策研究科 教授 １：○ 懇：○ ２：○ 

2000 年頃から、災害リスクと建築・土地利用規制・誘導について、ニュージーランドや米国、欧州の事例について研究
を始めました。最近は、住民の災害リスク認知にも着目して、災害リスクとどのように折り合いをつけてより安全に住
まうか、という視点で研究に取り組んでいます。 

土地利用マネジメント、減災街づくり、災害リスク認知 

尼崎都市計画審議会（立地適正化計画と防災指針策定） 
三重県紀宝町における地域防災支援（災害危険区域指定地での住まい方研究） 

〇近藤民代・馬場美智子他（2023）「水害常襲地における被災者による住宅減災復興と主観リスクの関係性に関する研
究」都市計画学会論文集 58(1) 

〇馬場美智子・岡井有佳（2021）「水害対策としての開発規制に関する都道府県条例等に関する研究」都市計画学会論
文集 56(3) 

〇馬場美智子・岡井有佳（2017）「日仏の水害対策のための土地利用・建築規制」都市計画学会論文集 52(3) 

フローランス ラウルナ https://researchmap.jp/7000009190 
京都大学 防災研究所 防災技術政策研究分野 講師 １：○ 懇：× ２：○ 
災害や環境リスクがどのように文化に組み込まれていくのか、その過程と地域社会への影響につい研究しています。 
その一環として、リスクや災害は、災害の物質文化（モニュメント、遺構、風景の中の痕跡など）やナラティブを通し
て、いかに環境及び地域社会に刻み込まれているかを調べています。 

現在、日本とフランスでフィールドワークを行い、災害記念碑・メモリアルの建立過程や、それがどんな物議を醸し出

し、どのように地域社会に役立っているかを調査しています。

文化人類学、過去災害の記憶の伝承・可視化、リスク意識 
〇 Garnier, E. and Lahournat, F. (2022), "Japanese stone monuments and disaster memory – perspectives for DRR", Disaster 

Prevention and Management, Vol. 31 No. 6, pp. 1-12. 
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土地利用計画制度、地方の都市計画 

日本都市計画学会、日本建築学会都市計画委員会幹事 
日本都市センター「防災・減災まちづくり研究会」委員 
国土交通大学校国土利用計画・土地利用計画研修、全国建設研修センター開発許可制度研修 担当講師 
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河川計画、流域治水、治水事業、水害リスク、土地利用規制 

山本浄二（2023）「浸水被害の発生を流域治水で抑える : 大和川流域の取組み」月刊下水道 46 (1), 57-64, 2023-01 

山本浄二（2022）「大和川の流域治水の取組み」土木技術資料 64 (12), 36-39, 2022-12 

山本浄二（2022）「大和川の流域治水の取組み」河川 78 (10), 8-12, 2022-10 

吉田 隆年（よしだ たかとし） https://www.docon.jp/ 

株式会社ドーコン 水工事業本部 河川部 次長 １：○ 懇：○ ２：○ 

1994 年に入社以来、直轄河川の河川計画、河川防災全般にかかわる業務に従事しています。近年では、気候変動予測大
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１- １ 趣旨説明

１-１-１ 今集会の概要と目的（木内望：国土交通省国土技術政策総合研究所）

【概略】 

・河川⼯学・都市計画を中⼼とする専⾨分野の参加者により、⼟地利⽤マネジメントと連携した洪
⽔リスク管理に関する、現状と今後の⽅向性及び課題について、⼀堂に会して横断的に討議し、
共通認識を深めることが⽬的。

・前回研究集会後に⽇本で急展開した、流域治⽔や⽔災害リスクを踏まえたまちづくりの、政策⾯、
研究⾯及び、地域での取組みの評価と、今後の連携に向けた計画・治⽔技術やガバナンスを中⼼
的なテーマとする。

・期待される成果。
１）令和元年東⽇本台⾵以降に急展開した、流域治⽔や⽔災害リスクを踏まえたまちづくりの

取組みの結果、前回集会において課題とされた点などについて、何が達成され、何が積み
残されようとしており、また今後に向けて克服すべき問題と取り組むべき課題は何か、な
どの評価と課題の整理。

２）今後の洪⽔リスク管理における主要テーマである、「計画技術と治⽔技術を融合した洪⽔リ
スク管理の可能性と課題」及び、「⼟地利⽤マネジメントと連携した洪⽔リスク管理に向け
たガバナンスのあり⽅」について、学際的な観点から研究及び実践⾯での課題の整理。
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【資料】 
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１-１-２ 2018･19 年研究集会の成果等の振り返り（中村仁：芝浦工業大学）

【概略】 

・2018 年・2019 年に開催した研究集会の開催経緯と概要について説明。
・2018 年に始めた理由。京都⼤学防災研究所で特別講義をした際に、徹底的に議論した⽅が良いと

いうことになり、⼀般研究集会の助成事業に応募して採択され実現した。
・2018 年の研究集会は、⼟地利⽤・建築規制等の対策を含む洪⽔リスク管理の現状を学際的に分析・

評価し、研究⾯及び実践⾯での課題を明確にすることを⽬的に開催。 
・2019 年の研究集会は、少⼈数のグループワーク形式で開催。2 ⽇⽬は 4 つのテーマについてワー

クショップを実施
＊コミュニティベースでの対話と合意形成のプロセス
＊地域の総合的なレジリエンスの向上
＊総合的なまちづくり・地域づくりとの連携
＊都市・地域計画における⼟地利⽤マネジメントのあり⽅
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２. 2018･19年研究集会後の状況変化に関する討論
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２-１ 「流域治水」政策の展開 

 

２-１-１「流域治水関連法」の評価と課題（瀧健太郎：滋賀県立大学） 

 

【概略】 

・流域治⽔関連法の付帯決議には、グリーンインフラの考え⽅を推進し、⽣態系ネットワーク
の形成に貢献することが⽰されている。流域治⽔・⼟地利⽤を考えていく上では、グリーン
インフラをしっかり意識していくことが重要。 

・流域治⽔関連法の適⽤を滋賀県でできないかと考えているが、なかなか適⽤にまで⾄らない。
⼿続きが⼤変、既に条例で実現しているなどのハードルがある。 

・流域治⽔関連法に⽰されている、貯留機能保全区域、浸⽔被害防⽌区域、は特に重要なポイ
ントになる。 

・霞堤の機能も⾬の降り⽅、状況によっても違う。そのため、遊⽔機能を有する⼟地を流域治
⽔関連法でどのように考えるかもケースによって異なる。 

・流域治⽔関連法も含めツールがたくさんあるが、⾏政職員がその使い⽅を考えるのが難しい
状況にあるというのがポイント。各法を横断してみて組み合わせて活⽤するにはどうするか
という知恵が必要であり、現在の課題になっている。 
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２-１-２ 浸水想定区域における開発・建築規制の強化の実態、評価と課題 

（馬場美智子：兵庫県立大学・岡井有佳：立命館大学） 

 

【概略】 

・浸⽔想定区域における開発・建築規制の強化の実態 
→地区計画は、滋賀県などで事例があるが、多くはない 

・都市計画法等の改正による効果 
→災害レッドゾーンにおける開発の原則禁⽌。出⽔、河川氾濫を理由とする災害危険区域

の指定が進みにくい（浸⽔被害防⽌区域の創設） 
→都市計画的な枠組みはできたが、災害危険区域、浸⽔被害防⽌区域の指定と運⽤は限定

的（⽔害後の指定が多い） 
・海外の制度はどうなっているのか？ 

→フランスでは、PPRN（災害リスク対応計画）があり、SCOT（広域計画）、PLU（都市
計画ローカルプラン）を介して建築許可に反映される。⽔害リスクの検討を都市計画が
⼀体的な制度に基づいて⾏う実効性のある規制になっている。 

・残された課題と取組（都市計画的課題） 
→災害危険区域等は災害後に指定されることが多い。（災害前の区域指定の促進） 
→漏れ落ち（災害リスクの⾼い地域が⾒過ごされる）がないような仕組みづくりが必要（都

市計画制度の抜本的改正？） 
→国や広域⾏政組織の権限が必要な場⾯も想定される（国や広域⾏政組織の役割と権限、

基礎⾃治体⾏政への介⼊のあり⽅の再考） 
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２-１-３ 質疑応答・意見交換 コメンテーター：秋田典子（千葉大） 

 

【概略】 

①⽴適と⽔防 
・⽴適しか参照していない。⼈⼝減少の地域の分布などは⾒ていない。 
・⽴適のないエリアは？都市計画区域外、上流・中流等は参照先がない。 

②⽔害低減と規制緩和 
・⽤途の緩和による⽔害低減？ 
・松⼾市の都計審の委員をしてる。浸⽔可能性のある地域も規制緩和して欲しいという意⾒があ

る。⼀低専→に中⾼層にすれば低層階に住まなくてもよい。 
③多段階ハザードとリスク情報リテラシー 

・リスクの複雑化。リスク情報リテラシーの向上が必要。複雑になるだけで何をしたら良いのか
わからなくなる。 

・優先度の検討の必要性 
④その他 

・総合⼟砂管理。 
・都市部は、河川の川底を掘ることをやっている。掘って、積もっての繰り返し。掘った⼟砂を

⾼台整備に使いことも考えられているが、進んでいない。 
・実質的には利⽔ダムに頼っている。⼟地利⽤では対応しきれていない。 

 

 

【資料】 
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【意見交換】 

⽯川：今のセッションは制度の話。制度があって、それをどうするかという話。元来⼟地によって
規制が異なる。いろいろな⼟地でいろいろな⽔害がある。個々の話があって、それに網掛け
た法律がある。しかし机上の空論でつくった法律に、地域があわせているのが現状。 

瀧 ：⽯川先⽣の意⾒に同感。リスク管理は⽔側も忘れがちだった。もういちどリテラシーを取り
戻して、地域とエンジニアが話していくことが必要。 

⾺場：フランスのやり⽅が⽇本に適⽤できるというわけではない。⽐較したときに、⽇本の状況が
際⽴つ。フランスは地域に裁量が⼤きい。ローカルな地域の特性や⼟地利⽤をみながら、国
と地⽅⾃治体が相談しながらやっている。⽇本は地⽅⾃治体がメニューを使っているだけ
で、裁量の部分で⼯夫することができていない。 

⽊内：イギリスの規制で、グレーゾーン的な部分を審査するエクセプションテストを調べた。市町
村の都市計画側の意⾒が⼤切にされる中で、ソフト的な対策も取り⼊れられている。 

秋⽥：⽇本では⽔害は国の責任。次に県の責任と⾔われている。災害リスクが⾼まったことを基礎
的⾃治体が⾔わないといけない。ローカルに近いところが責任を持っている。 
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２-２ 水害対策に関わる研究の展開 

 
２-２-１ 河川分野における研究の動向（野原大督：鹿島建設技術研究所） 

 

【概略】 

・近年の⽔害のレビュー 
・⼟地利⽤マネジメントに関する河川分野での学術論⽂数の動向 
・⼟地利⽤＋「⽔害 or 洪⽔ or 浸⽔」、氾濫原、⼟地利⽤規制、建築規制のキーワードで検索すると、

2018 年以降こうした論⽂数が増えている傾向がある（162 編、約 6 割）。⼟地利⽤規制や建築規
制に直接的に⾔及・検討している論⽂数は限られている（40 編） 

・抽出された論⽂に⾒られる研究テーマ 
「気候変動の影響評価・適応」 「氾濫現象の理解とリスク評価」 「流域対策の技術」 
「洪⽔予測の⾼度化と⽔害対応」 「リスクコミュニケーション」 「まちづくり、保険」 

・課題と論点 
１．流域全体の遊⽔・貯留負担配分の視点からの研究は多いが、都市・市街地内部における氾濫

制御や湧⽔・貯留機能の負担の⾯からの研究は少ない。⼟地利⽤管理にまで踏み込んだ検討も
まだまだ少ない。都市の構造と洪⽔リスクの変化を動的に解く⽅法論の充実が必要。 

２．将来の⽔害リスクについては、21 世紀末を対象とした分析が多く、まちづくりや都市計画の
時間的スケールと⽐べるとやや遠い将来となっている。連続気候実験など、気候変動の影響の
時間変化が評価可能なプロダクトを使った 20〜30 年後を対象とした研究の進展も望まれる。 

３．氾濫の現象理解やリスク評価に関する研究は進んでいる。整備途上の超過洪⽔対策の研究も
進みつつある。これをまちづくりや⼟地利⽤管理にどのように活⽤するのか。まちづくり等か
ら必要とされる情報が出せているか。 

４．リアルタイム洪⽔予測の精緻化など⽔害対応技術の向上によって、住まい⽅・⼟地利⽤の在
り⽅はどのように変わるか。⽔害対応の⾼度化を前提に、氾濫域における⼟地利⽤の幅を広げ
られるか。 

５．河川整備と流域対策：⽬的−制約関係の曖昧化。どこまでは河川整備で、どこまでは流域対
策で対応すべきなのか。河川・流域対策・まちづくりの異なる計画間の整合性をどのように調
整するか。まちづくりの中で貯留・遊⽔機能の確保を担保できるのか。 

６．⽬指す社会像、国⼟利⽤像に関する議論の不⾜。集積の経済と脆弱な⼟地利⽤の関係など、
⾃然・社会システムと⼟地利⽤の在り⽅について、⽔⼯学分野でも概念的な研究を増やしてい
くべきでは。環境などの評価軸を加えることで氾濫や貯留を積極的に捉えられるか。 

７．上下流、流域内の負担・受益のバランスは妥当か（不利益配分問題）。上流負担への救済制度
（負担の再配分）の重要性。合理性だけでなく正当性を評価する技術の研究開発。 

８．⺠間活⽤に向けたインセンティブ制度設計。都市部と地⽅の両⽅の視点から。 
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２-２-２ 土地利用・建築分野における研究の動向 

（木内望：国土交通省国土技術政策総合研究所） 

 

【概略】 

Ⅰ 学会での取り組み 
Ⅱ 研究論⽂からみる研究蓄積 
Ⅲ 都市計画・建築分野での研究動向 
Ⅳ 論点の整理と今後に向けた課題 

Ａ．法規制根拠となる基準や考え⽅の未整理 
合理的な法規制運⽤や計画策定の拠り所が乏しい状況 

Ｂ．⽔害対策の実効性の担保 
強制⼒を担保しない⽔害対策⼿法が中⼼ 

Ｃ．浸⽔リスクの不確実性を踏まえた対策の検証 
治⽔整備・気候変動による変化への、⼟地利⽤計画⾯での柔軟な対応 
不確実な状況に対する権利制限の是⾮の検証 

Ｄ．参照可能なリスク情報の不⾜ 
中⼩河川等の洪⽔浸⽔想定区域の空⽩地帯 
確率年別の多段階の浸⽔リスク表⽰等 

Ｅ．市場誘導の取組みの遅れ 
地点毎の浸⽔リスクや浸⽔対策を評価した損害保険制度、リスクファイナンス等 
対策を誘導する為の市場システムの整備が⼗分でない 

Ｆ．治⽔計画と⼟地利⽤計画･建築規制の連携構築 
治⽔整備による⽔害対策と建築･⼟地利⽤（市街地側）での⽔害対策の具体的な組み合わ
せ⽅ 
その具体的な連携⽅法の構築、⽬標の共有が必要 

Ｇ．地域特性･⽔害特性毎の対策適⽤性の検証 
内⽔・外⽔等、地域の浸⽔リスクの詳細に合わせた対策 
費⽤対効果が⾼い⾼頻度の（浸⽔深の浅い）被害への対策と、費⽤対効果の低い低頻度

⼤規模災害への対策の使い分け 
特に議論・取り組みが必要と考える点 

実態分析から、浸⽔対策の⽬的に応じて⼿段と対象範囲をどう設定するか 
・「想定最⼤の浸⽔想定で 3m 以上を開発許可の対象から除外」が基準化しているような状

況もあるが、想定最⼤（1/1000 年）を採⽤する理由（避難可能では） 
・与えられたものを使うだけで良いのか等、前提について横断的な議論が必要ではないか。 
・避難に関して⾔えば、避難の余裕がある⽔害事象と、避難の余裕がない⽔害事象がある

が、想定最⼤降⾬は前者に属するのではないか？ 
・⽴地適正化計画について⾔えば、居住誘導区域に浸⽔想定区域を含めても含めなくても、

当⾯は⼤きく変わることはない。その上で地域をどうしていくか、というその先の議論
が必要ではないか。 
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２-２-３ 質疑応答・意見交換 コメンテーター：市川温（京大）

【概略】 

市川：研究成果のレビューをみると勉強になった。 

水工学は研究しているし、学会にも参加してるので動向はわかる。かなりのことができるよ
うになってきた。以前だと、氾濫計算して浸水深を明らかにする程度。今は、詳細な地理情
報を使いながら詳細な計算ができるようになっている。この流れは、どんどん進んでいくだ
ろう。将来の推測もリスク評価も出来るようになるだろう。 

建築の話を伺って、なるほどと感じた。 

Ａ、Ｂ、はリスク情報に関する研究は不十分としているが、これから充実していくだろう。 

Ｆが大事だろう。治水計画と土地利用計画・建築規制の連携構築。フランスは上手くいって
いて、日本は上手くいっていないような意見。大きな部分での連携ができていない、整理が
できていない、実際の仕組みができていないように感じた。 

法律ではいろいろできるようになっているが、なかなかうまく使えない。途上段階にある。
行政のシステムや仕組みが整えば、うまく進むような気がする。大事なところを見定めて、
整えていく必要がある。 

知花：浸水リスクという言葉の捉え方、いろいろな視点がある。同じ方向を向いているのか、違う
のか。 

木内：都市計画のリスクはハザードを意味するように思う。ちゃんとした研究は分けているところ
がある。 

野原：ハザードとリスクは区別されているが、リスクの内容は区別されているわけではないような
気がする。ハザードにもいろいろなものがある。 

木内：都市計画では、高頻度と低頻度で議論できていない場合がある。建築対策、大きな流速で壊
れる。建物が浮く。建物は浸水スピードが重要。情報が複雑だということと同じで、うまく
整理していくことが必要。 

千葉（北海道河川財団）：リスクは一言で言っても違う。オランダでは人命を救う、片や建物の被害
を抑える。それぞれの具体を示す事例を創って研究していくことを考えている。
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２-３ 水害対策に関する地域での取り組みの現状と課題 

 
２-３-１ 流域治水の取組事例からみた「土地利用と住まい方の工夫」（知花武佳：政策研究大学院大

学） 

 

【概略】 

・流域治⽔の取り組みはこれから。いろいろなプランが⼀枚の絵になっているが、やるのはこれか
ら。 

・⾼台移転といっても地域によってできるところとできないところがある。イメージするものが⼤
きく違う。 

・洪⽔リスクは地形に左右されるため、流域治⽔の鍵となる「⼟地利⽤と住まい⽅」に地形の観点
は外せない。 

・⽇本全国の各⼀級⽔系流域における⼈⼝密度、台地の⾯積割合/⼈⼝割合の⼆指標で流域を類型化 
Ａ：⼈⼝過密型    →総合治⽔メニュー 
Ｂ：低地型      →遊⽔池掘削等で⼟地に凹凸をつける 
Ｃ：台地型（台地中⼼）→嵩上げ・輪中＋災害危険区域指定 
Ｄ：台地型（低地中⼼）→上流の台地でＣの対策をとりつつ貯留？ 

 
・⼈⼝過密型の流域は、⼟地利⽤の⼯夫による治⽔安全度向上の余地は⼩さく、総合治⽔対策

を積み重ねる必要がある。 
・低地型の流域では，居住誘導すべき⾼台が少ない。居住域の嵩上げ・輪中堤築堤と⾮居住域

の遊⽔池化の組み合わせで⼟地に凹凸を付け、リスクのメリハリを⼤きくするのが有効。 
・台地(台地中⼼)型の流域で、「災害危険区域」指定が多い。低地における新規開発の防⽌を狙

ったものだと考えられるが、同時にすでにしみ出した住宅地に対して「⼟地利⽤⼀体型⽔防
災事業」で対応している例も多い。 

・台地(低地中⼼)型の流域でも、上流の台地と下流の低地と距離が離れていたり、台地上が農
地として活⽤されていたりすることが多く、⾼台移転も容易でない。台地（台地中⼼）型の
対策をとりつつ、台地における⽔の貯留を狙った対策が有効ではないかと考えられる。 
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【資料】 
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２-３-２ 洪水リスクを踏まえた立地適正化計画と居住地形成（浅野純一郎：豊橋技術科学大学） 

 

【概略】 

・居住誘導区域指定と洪⽔浸⽔想定区域との関係から、洪⽔リスクと居住地形成のあり⽅を考える。 
■⽴地適正化計画の現状 

１．改定途上 
２．浸⽔リスクの程度は都市間拡⼤が著しい 

■洪⽔浸⽔想定区域と居住誘導区域 
１．洪⽔リスクによる積極的な居住誘導区域の⾒直しは稀 
２．洪⽔リスクの⾼い場合は防災指針頼み（居住誘導区域の除外はなし） 
３．居住誘導区域の縮⼩程度と洪⽔リスクの⾼低の関係も都市間格差が著しい 
４．浸⽔想定深が酷くなくても除けない場合あり → 街とは何か？街の本質との関連あり 

■防災指針 
１．策定途上 
２．少数だが、特徴的な事例がでてきた（リスク分析、伝え⽅、取り組み、リスク解釈、対策の⽅

向性） 
■防災指針をどう活⽤するのか？ 

・⽴地適正化を策定する都計課は、河川管理や避難対策等、ソフト対策の専⾨部署ではない。 
・⼟地利⽤コントロールでの規制強化には及び腰（あまり出番がなかった） 

■防災指針の策定を通じて、住⺠に対し居住に関わる洪⽔リスクが伝わったのか？ 
■居住誘導区域を洪⽔リスクを理由に除外した、との住⺠への説明は実はタブー 

・当初から、居住誘導区域外でも住み続けることに問題はない、という消極的説明をしてきた
ツケ？ 

→居住誘導区域の除外の理由を⾔わない限り、住⺠にはリスクは伝わらない。 
①洪⽔リスクで除外された区域 
②他要件で区域に含まれなかったものの、洪⽔リスクのある地域 
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【資料】 
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２-３-３ 質疑応答・意見交換 コメンテーター：大沢昌玄（日本大学） 

 

【概略】 

⽔害対策に関する地域での取り組みの現状と課題 −論点と質問− 
・対象とするエリアに差異がある。河川側からは、流域(109 流域）を単位にしているが、都市側と

すると、都市計画区域（1352 区域）を単位に⾒ることになる。共通上位となる計画として考える
のであれば、国⼟計画レベルになるのではないか。 

・⽴地適正化計画で居住誘導区域を定めるが、残された場所について、あまり議論されていないの
ではないか。 

・多様なリスクが多段階で⽰されるようになったのは、近年の進化であるが、⽰されているリスク
を理解して対応できているか。また⽰すことで安⼼してしまっていないか。 

・流速という考え⽅がでてきているが、これについてはまだ、都市において議論が出来ていないの
ではないか。 

・⼟地利⽤の⼯夫による治⽔案鮮度向上可能性と限界について議論する場が必要。 
質問事項 
・河川が都市に求めること／問題視していること 
・都市が河川に求めること／問題視していること 
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【資料】 
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質疑応答・意見交換 

知花：都市計画図は地形と全く合わない。なぜここが⼀低専なのか、流域地形と都市計画が融合し
た⽅が良い。 

浅野：都市の側からは、親しむ⽔やレクリエーション系の使い⽅として、進化させてきている。農
地側からは、市街化区域内農地を活⽤してバッファーにしていくことは、今後進めていくべ
き。⼩都市の⽅が市街地規模が⼩さい。そういうところでは、⽴地適正化計画でカバーして
いる地域が⼩さく、洪⽔対策のエリアから外れてしまっていることが多い。 

⽊内：多段階浸⽔想定を創って安⼼していないか、という話について意⾒があるか？ 
武内：多段階浸⽔想定のつくり⽅を⽰していく部署。⽰して安⼼しているわけでなく、⽰した後の

使い⽅まで考えが及んでいないのが現時点のところだと思う。 
⽯川：政策を出す⼈、スキームを創る⼈は、どのくらい具体的な現場で⾃分をトレーニング、ケー

ススタディをしているのか。 
⼤沢：都市局の⼈は地元の市町村にも⾏っている。都市はさまざまなので、それそれの地域でアレ

ンジしていくことができていない。 
⽯川：ケーススタディ。この町はこうだから、こういう特徴がある。ということを、中央官庁が現

場でやってみたことを⽰せば理解度も上がる。 
⽊内：「⽔災害対策とまちづくりの連携のあり⽅」検討会では、３０地域くらいのケーススタディが

送られてきていた。かなりの都市のケーススタディはしていた。まだ、組み合わせなどの議
論はこれから。L2：３ｍという指針は、いろいろと迫られる中で仕⽅なく出したものだった
のではないかと思う。それも助⾔であって絶対的強制ではない。上から下、下から上への試
⾏錯誤をしている段階。 

瀧 ：知花先⽣がお話しされた都市計画図が地形に合わないというのは、都市計画図が実態に合わ
せて作っているから。⼀次産業が中⼼な街なら、地形やその⼟地の恵みを重視したまちづく
りになっていく。⽴地適正化計画の策定など、都市計画側がまちの⽅向性を誘導するように
なってきているが、それは１００年後くらいで効いてくる。多段階リスクは、出す⽅も出さ
れた⽅も理解していない。理解していたら、使い⽅がいろいろわかる。これからは地理総合
が授業になる。そういう⼈が増えてくれば、使い⽅に気が付く⼈が増えてくるのではないか。 
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２-４ １日目の議論まとめと翌日に向けた論点の整理 

 
２-４-１ 論点整理（大西正光：京都大学） 

 

【概略】 

・なかなか整理しきれないことが重要なこと。 
・⾏政が使う政策オプションが増えたが、しかし使いきれていない。 
・本質的な問いは、誰が決めるのか。「危ない」を誰が決めているのか、⽇本の場合はあいまい。流

域治⽔のモヤモヤ感になっている。 
・「誰が決めるのか」という問題について、「複雑ではない問題」は⾔い切れる。「複雑な問題」は、

専⾨家であってもどこに向かえば良いのかわからない。 
・問題の⾒え⽅は⼀つでない。同じものを⾒ても違う解釈がある。 
・⾃助、共助、公助問題は、「ろばを売りに⾏く親⼦」の物語になぞられる。⼀つ⼀つは理解できる

が、総合的になると訳が分からなくなる。いろいろなロジックに振り回されてしまい、おかしな
結論になってしまう。 

・どうすればよいか。システムの構成には、「物理的」「情報・⾏動」「社会・システム構造」があり、
その根底には「意識・メンタルモデル」がある。ここまで考える必要がある。流域治⽔の問題も
同じ。 

・つまり、ものの⾒⽴ては多様であることを理解すること。「『創発』⇒構成要素以上のものをもた
らし、かつ、元の要素に還元できない状況になる」の考え⽅が⼤切。 

・視点が動くからこそ⾒える景⾊がある。場を動かす触媒としての役割が「専⾨家」にはあるので
はないか。 
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【資料】 
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２-４-２ 質疑応答・意見交換 コメンテーター：松川寿也（長岡技術科学大学） 

 

【概略】 

・⽴地適正化計画において、居住誘導区域だが、⼤部分が浸⽔想定区域と重複する場合もある。そ
ういう場合、「危険だから×」「安全だから〇」という発想で制度設計を進めてしまうと、本来あ
るべき⼟地利⽤制度の趣旨が軽んじられるのではないか。 

・居住誘導区域のそもそもの⽬的はなにか。市街化調整区域が果たすそもそもの役割は何か。 
・明⽇議論して欲しいこと 

浸⽔ハザードのみに捉われない、持続可能な市街地の評価⼿法の確⽴ 
⽣活利便性が⾼い場所での安全な住まい⽅と効果的な治⽔対策 
浸⽔リスク⾼＝⽴地×、浸⽔リスク低＝⽴地〇という短絡的発想を超えた⼟地利⽤制度設計 

 

【資料】 
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田中耕司（大阪工業大学・兵庫県立大学） 

【概略】 

・リスクの捉え⽅の変化。ハザードマップからリスクマップに変わってきている。 
・由良川の例。河川整備が進むと、安全な場所が増えてくるという図⾯を⽰したところ、住⺠から

は、浸⽔深の⾼いところは、⽣物がたくさんいるところかもしれない、という意⾒があり、その
後、地元が⾃主的な⽣物調査を始めた。⼈によって⾒⽅が異なるという経験をした。 

・リスクとその裏にあるものを忘れてしまっているかもしれない。リスクを明らかにしたときに、
それをどう使うかを考えていく必要がある。 

 

【資料】 
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懇 親 会 
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３. いくつかの論点を中心とした話題提供と討論
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３-１ ショートレクチャー  

 

３-１-１ 氾濫原地形特性に基づく流域治水と事前復興 

（石川忠晴：東京工業大学 名誉教授） 

 

【概略】 

・「河川区域において氾濫をできるだけ減らす対策を⾏うが、それでも氾濫することがあるため、地域
で対応してほしい」というのが流域治という施策の本質である。 

・国⼟交通省の流域治⽔プロジェクトの施策を⾒ると、計画的氾濫の⼀種と⾒られるものがあるが、
現在の河川法では⺠地への計画的氾濫は認められていないため、社会的なコンセンサスが今後の課
題である。 

・計画的氾濫のヒントは近代以前の治⽔にある。低地のほとんどが⽔⽥で、住居は⾃然堤防上にあっ
た中で、堤防が低いため洪⽔は横に薄く広く広がった。近年は堤防が⾼いため、破堤した際のイン
パクトが⼤きくなっている。 

・⽇本は氾濫原が狭いため、⽔⽥をグリーンインフラとして活⽤しながら、あふれ⽅を⼯夫する必要
がある。 

・できるだけ上流の氾濫原を多数使うのが得策と考えられ、地役権設定⽅式の遊⽔地がいまの主流と
なっており、閉鎖的氾濫原に越流提をつくりピークカットのみとする。 

・計画的氾濫が理に適っていることが理解されつつある中で、制度化する上で「情」が問題となる。情
に適う制度の創出が進みつつあるが、情が上流からのみの⼀⽅通⾏であることが問題となっている。 

・上下流の交流が必要であり、義務教育課程で上流・下流の住⺠の交流をつくることで⽔害を科学的
に勉強したり、ふるさと納税で交流するなどの⽅策が考えられる。 

- 129 -

「土地利用マネジメントと連携した洪水リスク管理のあり方に関する学際的検討」研究集会（2023.6）報告書



 

【資料】 
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【資料】 
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【資料】 
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【資料】 
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【資料】 

 

- 134 -

「土地利用マネジメントと連携した洪水リスク管理のあり方に関する学際的検討」研究集会（2023.6）報告書



 

【資料】 
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【資料】 
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【資料】 
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【資料】 
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【資料】 
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【資料】 
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３-１-２ 質疑応答・意見交換 コメンテーター：中村仁（芝浦工業大学） 

【概略】 

武内：流域治⽔の対策を地域に埋め込むと同時に、地域が困っていることを⼀緒に直していくことが
⾮常に⼤事だと思った。更に⾔うと、⼈が集まっている所であれば、そこで⺠間も儲かる仕組
みも⼊ってくると関係者が⼀体となり対策が進みやすくなるのではないか。 
昨⽇の議論では、浸⽔リスクは⼈によって其々であるという話があったが、今⽇は「安全」とい
う⾔葉を⽤い、氾濫原にどのように安全に氾濫させるかとの紹介があった。これまでの近代治
⽔の考え⽅では、安全というのは浸⽔しないゼロリスクの印象を持つ⼈が⾮常に多かった中で、
浸⽔するが安全な状況にするということを⾔われていると感じた。そう考えると、地域として、
⼈として受容出来る被害の起こり⽅が⼀つのポイントになってくると思う。つまり、安全とい
うものの捉え⽅が変わってきており、⼀⽅で、安全という解り易い⾔葉だからこそ、解釈がか
なりバラバラになっていて、流域治⽔が結果として今は上⼿く回っていない可能性もあると思
いながら聞いていた。 

⽊内：特に市街地において確保する「安全」については、段階的な捉え⽅をした上で定義することが有
効だと思っています。どのような豪⾬に対して、どこの何を、どこまで守るのか、⽬標を議論す
ることが必要で、そこで「安全」の捉え⽅がキーになるかもしれないなと思いました。 

瀧 ：受容できる浸⽔・受容できる安全が、昔と今とではずいぶん変わってきている印象がある。昨⽇
お話した滋賀県の⾼時川の霞提の冠⽔後の⼟地の分析をさせてもらったが、農地として葉物野
菜には良くないがお⽶つくりには良い⼟だった。もしかすると、昔は冠⽔することもあながち
悪くはなかったのかもしれない。今は、圃場整備がされ農薬などもあり、それが受容出来るも
のではなくなってきたのだと思う。冠⽔した農地は、元々共有で様々な⼈が耕作していたが、
農地集約のため⼤きく 3 ⼈の耕作者に分けた結果、今回⼀番下流の耕作者さんだけが被害を受
けた。社会の動きやライフスタイルの変化により、受け⼊れられるキャパシティが凄く狭くな
ってきて、農地でも都会でもゼロリスクを社会が求めるようになってきている中で、安全に溢
れさせることは凄く難しいが、両側⾯から考えていかなければいけないと思った。 

中野：受容出来るリスクに関しては、おそらく河川側と都市側でそれぞれ別々のことを思い描いてい
ると思った。計画的氾濫は⾮常に興味深く、個⼈的には賛成と思っている⼀⽅で、シミュレー
ション数値を⾒た時に、広範囲の浸⽔深１・２m を建築レベルで受容するのは中々難しいと思
った。⾼気密・⾼断熱の⾼性能な住宅が揃ってくると１m で浮いてしまったり、住宅の性能が
上がるが故に別の被害が⽣じる部分もあるため、受容出来るラインは今後も議論されるのでは
ないか。もう 1 点は、⾼齢化社会の問題もあり、特に集合住宅はバリアフリーの観点から⼀度
⾼床化したものを下げたりしているので浸⽔し易かったりする。 
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３-２ 計画技術と治水技術を融合した洪水リスク管理の可能性と課題 

 

３-２-１ 流域治水の実践における取組みと課題 

（山本浄二：国土交通省 近畿地方整備局大和川河川事務所 所長） 

 

【概略】 

・⼤和川における流域治⽔は、従前からの河川整備計画に基づく事業＋内外⽔対応の遊⽔地＋⼟地利
⽤規制となっている。 

・令和５年６⽉梅⾬前線による⼤⾬では、平成３０年以降の掘削で、⼤和川中流の藤井地点周辺にお
いて、約 0.3ｍの⽔位低下効果が⾒られた。平成２９年と同規模の⾬量を記録したが、これまでの治
⽔対策によって浸⽔⼾数が⼤幅に軽減した。 

・奈良県では、喫緊の課題である内⽔被害の解消に向けて、流域内市町村と連携して対策に必要な貯
留施設の整備を進めるとともに、新たな浸⽔被害を発⽣させないため市街化編⼊抑制区域の指定が
⾏われている。 

・⼀⽅で、市街化調整区域では、都市計画法の特例措置で開発が可能な場合があり、浸⽔しやすい⼟
地に⼩規模開発が進む実態を踏まえ、特定都市河川浸⽔被害対策法に基づく⼟地利⽤規制によって、
新たな被害対象が⽣じないように取り組む必要がある。 

・今後、⼤和川流域⽔害対策計画に基づき、貯留機能保全区域や浸⽔被害防⽌区域を指定するなど、
流域⼀体で総合的・多層的な対策を進めていく計画である。 

・今後の課題は、流域内⾃治体及び関係住⺠の⽔害リスクマップによるリスクコミュニケーション、
⽴地適正化計画と⽔害リスクマップを踏まえた将来のまちづくり検討などである。 
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【資料】 
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【資料】 
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【資料】 
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【資料】 
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【資料】 
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３-２-２ 流域治水の基礎となる地先の水害リスク評価に関する現状と課題 

（佐山敬洋：京都大学 防災研究所防災技術政策研究分野 教授） 

 

【概略】 

・流域⽔害対策計画は、現況及びハード整備後における都市浸⽔想定を明⽰するもので、浸⽔被害防
⽌区域や貯留機能保全区域の指定も可能であり、貯留機能の保全、流出抑制、洪⽔調節、河道整備な
どの対策効果を反映可能である。 

・特定都市河川に指定された流域のみ適⽤する計画となっているが、流域治⽔の根幹となる内容であ
るため、河川整備計画を作成する全ての河川で流域⽔害対策計画に相当する計画を⽴案するべきで
はないか。 

・流域⽔害対策計画においては、流域⽔害対策協議会で都市浸⽔の発⽣を防ぐべき計画対象降⾬の設
定、様々なステークホルダーが参照できる浸⽔リスクの空間分布情報の提⽰、中⼩河川の氾濫や内
⽔氾濫の考慮が課題である。 

・課題に対しては、様々な降⾬の時空間分布情報を⽤いて流域の状況（河道、ダム、⽔⾨など）をモデ
ルで反映したうえで河川流量や浸⽔を予測することや、d4PDF やその物理的ダウンスケーリングに
代表される確率評価を可能とする⼤量アンサンブルの気候変動予測情報の整備が考えられる。 

・両者を組み合わせて様々な降⾬の時空間分布・気候変動も考慮して河川の洪⽔流量の確率規模が求
められ、また、その情報を⽤いて⽔理解析を⾏えば詳細な浸⽔確率も評価可能であり、これらの技
術を（改良版）流域⽔害対策計画に反映するとよい。 

・「計画降⾬」に依存せずに実際の浸⽔確率マップを提⽰できるようにすること、現在から 30 年先に
かけての気候変動と河川整備・流域対策の影響を反映することを提案する。 
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３-２-３ 質疑応答・意見交換 

 

コメンテーター：大津山堅介（東京大学 先端科学技術研究センター減災まちづくり分野 特認講師） 

武内慶了（国土交通省国土技術政策研究所 河川研究部水害研究室 室長） 

 

【概略】 

⼤津⼭：気候変動がこれから更に増⼤すると思うが、遊⽔地や耕作地等が無い市街地ではどんな計画
が可能なのか。その際に⾏政だけで対応可能なのか、市場原理をどこまで組込んでいけるの
か。また、PM5 の議論もあったと思うが、そのあたりをディスカッションできればと思う。 

⼭ 本：１点⽬については、今⽇は⼟地利⽤規制として特定都市河川法の貯留機能保全区域や浸⽔被
害防⽌区域をお話ししたが、そもそも河川の中は河川区域といい、⼟地利⽤規制のように許
可なく家を建てたりできない。例えば、霞提から⽔が溢れた範囲も河川区域に指定すること
ができ、そこに家があると⼟地収⽤法を⽤いて買収できる。⼟地を買収するとその上の建物
も補償出来るので、実質バイアウトという⼿法を⽤いることができる。 
この考え⽅は、広島県と島根県で流れている江の川は度重なる⽔害に襲われている。あの川
の特徴は拠点拠点で⼭と川の間にはさまれて⼭裾に集落があり、⽔位が上がると川の中にな
ってしまう。河川でのバイアウトはタブーだとずっと⾔われていたが、河川区域の考え⽅で
いくと、⼭合の川の区域は⼀号地、堤防を作ると２号地、⽔路と堤防の間が３号地に⼀般的
には分かれるが、⼭が堤防と同じような役割をしている場合は、⼭合の住んでいるところを
３号地に指定すれば、バイアウト的に⼟地を収⽤出来るということになる。 
従前の河川区域の考え⽅から現状でも出来るという整理をして、実際に全国の河川事業をや
っているところに情報共有している。今後も外⼒はどんどん増えると思うので、従前の考え
⽅に拘らず計画的氾濫をやる必要が益々あると考えている。 
２点⽬については、現在遊⽔地整備を買収⽅式で進めているが、来年完成させる遊⽔地は官
⺠提携⽅式をとっている。平常時の遊⽔地は⽔が⼊ってなく空のため、それは地域にとって
もったいないということなので、私から遊⽔地は掘り下げコンクリート張りがメインで、平
常時は⽔が⼊ってなく空のため、スケートボード場などはどうかと提案したところ、県のロ
ーラースポーツ連盟や PFI/PPP 協会に協⼒を仰ぎ、事業計画をまとめ、遊⽔地として⽔が⼊
るというリスクも提⽰したうえでサウンディング調査を⾏い、⺠間企業選定の⽅向に進んで
いる。また、並⾏して、オープン化という河川法の規制緩和の制度を⽤いると⺠間企業が⼊
っても収益を得て良いというのがあるので、それを活⽤している。まちなかでも河川区域を
指定してオープン化を活⽤すると、⺠間企業が何かをやるといった事に発展させられるので
はないか。 

⼤津⼭：例えば、氾濫した場合に備えて市街地の建物の床を⾼床化するなど可能なのか。 
⼭ 本：今の規制の枠組みでは、特定都市河川指定でなくても全⽔系特定都市指定になっているので

浸⽔被害防⽌区域をまちなかに掛けられ、防災集団移転促進事業の適⽤にもなる。⽴地適正
化計画で拠点の再集約をしながら移転してもらうことや、どうしてもそこに住み続けたいと
いうのであれば、嵩上げやピロティを作るなど⽀援制度を活⽤してやることになる。移転し
たくない場合は、耐⽔性を持たせる対策や公的な⽀援が得られるようするなど、⾏政と研究
してやるしかないと思う。 
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⼤津⼭：熊本県ではブラインド型の防災訓練・⽔害訓練を実施しており、市町村も⼀緒に取組んでい
る。しかし、⽐較的規模の⼩さい⼜は⽔害履歴のない市町村の参加⼈数は少ない。d4PDF で
様々なシミュレーションが可能と思うが、起こり得る未来を想定した訓練に資するシナリオ
作りが可能かどうか。 

佐 ⼭：d4PDF で気候モデルから出てくるアンサンブルの話と、気象再解析という過去に遡ったシミ
ュレーションがある中で、まず、今起きていないところでの想定は、今後 d4PDF で出来るよ
うになってくると思う。シミュレーションの⽅も貯留関数で流量を計算する時代から、今は
流出と氾濫を⼀体的に解き、様々なシナリオも⼊れてできるようになってきている。 

中 野：どこまでリスクを受容できるかは、これからの住まい⽅の 1 つの重要な指標になると思う。
ペクアノックのバイアウト事例の中で、残った⽅はどのような観点からリスクを受容したの
か教えていただきたい。 

⼤津⼭：実際に残った⽅は、1 階がある程度浸⽔しているものの不可逆な被害はなかったという状況が
受容させたのだと思う。また、マンハッタンまで１時間弱の地の利であったり、仕事もあっ
たりする。ペクアノックの隣のウェーインでは、多くがバイアウト化されているが、ペクア
ノックは 15000 ⼈位、ウェーインは 55000 ⼈位と⼈⼝規模が違い、これ以上⼈⼝が減少する
と困る所はバイアウトせず⾼床で⼈⼝を保持したいという誘因が働いたのではないかと思っ
ている。この辺りは、まだケーススタディにすぎないため調査を継続していきたい。 
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３-３ 土地利用マネジメントと洪水リスク管理のガバナンスの連携  

 

３-３-１ 流域治水に向けた流域ガバナンスの転換の可能性 

（大野智彦：金沢大学 人間社会研究域地域創造学系 教授） 

 

【概略】 

・流域ガバナンスについては概念の混乱があり、ガバナンスの対象と様態に着⽬して議論を整理する

ことが重要である。対象については、⽔系を単位としたガバナンスの仕組みを存在するが、流域を
単位としたものはほとんど存在しない。 

・様態については、河川管理者が主体であるが、1997 年の河川法改正以降に制度の枠組みが⼤きく変
化し、関係住⺠や⾃治体が関与するようになったことで、その実態はかなり多様である。 

・流域治⽔に向けた流域ガバナンスのあり⽅を論じるための社会科学的データは⼗分整備されていな
い。過去の経験や先駆的事例がヒントになりうるものの、全体像や⼀般的な傾向が⾒えづらく、ケ
ースサーベイ法などで事例データベースを整備する必要がある。 

・流域治⽔に向けた公共政策やガバナンスの転換を考える上で、公共政策学における概念やフレーム
ワークが活⽤できる可能性がある。 

・伝統的に多様な主体が関与する公共政策は⼤きく変わらないが、近年は災害や政権交代等の外的シ
ョック、政策アントレプレナーが政策⾰新を図る等が⾒られ、これらの政策転換経路が注⽬されて
いる。 

 

- 177 -

「土地利用マネジメントと連携した洪水リスク管理のあり方に関する学際的検討」研究集会（2023.6）報告書



 

【資料】 
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【資料】 

 

【資料】 
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【資料】 
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【資料】 
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【資料】 
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３-３-２ 令和元年東日本台風後の河川・都市行政の取組みと課題 

（池田剛：郡山市 都市構想部 部長） 

 

【概略】 

・令和元年東⽇本台⾵で阿武隈川の複数個所で越⽔し、ほぼ計画規模の範囲で浸⽔被害が⽣じた。 
・この被害を受けた阿武隈川緊急治⽔対策プロジェクトでは、ダムに匹敵する遊⽔地整備を予定して

いる。 
・⼟地利⽤を考える際には多段階の想定マップが必要であり、かさ上げ⾼さ等の問い合わせに有効で

ある。企業は危機感が⼤きく、防⽔壁を整備している。その際に多段階想定マップを活⽤した。 
・郡⼭市では⽴地適正化計画を令和３年に改定しているが、計画規模１ｍ以上を居住誘導区域から除

外している。都市機能誘導区域は⼀部含む。 
・計画改定後の令和４・５年の開発⾏為の状況を⾒ると、浸⽔エリアでの開発⾏為はほとんど⾏われ

ていないが、⼀⽅で、市街化調整区域での開発が増加している。 
・市街化調整区域での開発需要の⾼まりを受けて、⽴地要件・⽤地の緩和を検討中だが、災害リスク

に対する今の機運を活⽤して、その範囲から災害イエローも除外する⽅向で考えている。 
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【資料】 

 

- 185 -

「土地利用マネジメントと連携した洪水リスク管理のあり方に関する学際的検討」研究集会（2023.6）報告書



 

【資料】 
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【資料】 
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３-３-３ 土地利用マネジメントへのステークホルダーの参加とその協働 

（大原美保：東京大学大学院 情報学環総合防災情報研究センター 生産技術研究所 教授） 

 

【概略】 

・滋賀県流域治⽔条例に関わる事例観察などから学んだこととして、地域住⺠らが⾃らの住む地域に
将来について考え、合意形成を⾏うことは必須であることが挙げられる。 

・「地域住⺠ら」は、地域の居住者から⼟地所有者・関係⼈⼝まで幅が広い。 
・また、若者の認知度が低く、地域での議論から取り残されている課題があるものの、住⺠ WG が進

む地区ではその後⾼まる。 
・リスク情報は公共財で、⼝コミでも広がり浸潤していく。⾏政主催の説明会などの機会だけではな

く、⽇常のコミュニケーションの中でお互いに学び合っている。このようなパラレルに展開するリ
スクコミュニケーションが重要であるが、誤情報が伝わらないためのプラットフォームが必要とな
る。 

・⾼齢者は次世代を思い意識決定するケースもみられる。⾃分たちの増改築意欲が無いのは問題だが、
次世代・新住⺠への思いやりから、浸⽔警戒区域に賛同しようとする意向が⾒られた。 

・アメとムチで理解度が違う。損失回避傾向があるためアメの話よりムチの情報だけ記憶に残りやす
い。 

・リスクが認知されると不安感からハード整備を求められやすくなってくるが、住⺠ WG を継続して
いくと不安感の先まで到達する効果が出てくる。 
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【資料】 
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- 198 -

「土地利用マネジメントと連携した洪水リスク管理のあり方に関する学際的検討」研究集会（2023.6）報告書



 

【資料】 
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３-３-４ 質疑応答・意見交換 

 

コメンテーター：磯村篤範（島根大学 名誉教授）、 

近藤民代（神戸大学 都市安全研究センター 教授） 

 

【概略】 

近藤：リスク認知と住宅減災⾏動の関係を理解して仕組みを考えるべきである。その仕組みで考えな
ければならないと思っているのは、流域ガバナンスの中にあるリスクコミュニケーションのあ
り⽅で、被災前後で違うと思うが、どんな⽅法で、また形をどのように変えれば住⺠の居住減
災⾏動を促すことができるのかを教えていただきたい。 
流域ガバナンスについては、実体論はエビデンスから考えるべきと⾔われていたが、あえて規
範論として考えている流域ガバナンスはどういうイメージなのか。何に対するどのようなガバ
ナンスなのか参考までに教えていただきたい。 

⼤原：被災地でのアンケート調査では、被災後にどのように耐⽔化して補修をすればよいのかという
知識がなく、よく分からないまま補修⼯事をしただけに終わっている⼈がかなりいた。被災直
後にしっかり耐⽔化住宅を説明して理解してもらったうえで、補修⼯事や再建⼯事に進んでい
ただくことは重要だと思うが、被災直後から説明をやり始めるのでは遅いため、事前復興計画
の形の中で、⽔害リスクが⾼い所では再被災の可能性が低くなるための知識を持っていていた
だくことが凄く重要だと思っている。 
事前と事後というキーワードで考えると、事前に嵩上げした⼈とそうでない⼈が同じように被
災をした場合に、もらえる⽣活再建⽀援⾦はほぼ同じである。事前にやった⼈、頑張った⼈が
何も報われない被災補償制度になっているのは、やや腑に落ちない気がする。そういった公平
性についても気になっている。 

⼤野：実証的な知⾒が⼗分蓄積されていない中で、規範論だけ先⾏させると誤解が⼤きくなるのでは
ないだろうか。ガバナンスの対象は、⽐較的みなさんイメージが同じだと思うので、ガバナン
スの様態がポイントになってくると思う。論点としては、主体の参加の仕⽅が間接的で限定的
なのか、直接的で多様的なのかで、そういった様々なガバナンスの様態が⽣み出す帰結を評価
しながら、望ましいガバナンスのあり⽅を議論していくことになると思う。もう⼀つ付け加え
ると、やはり政策決定なので政治の動きは重要であり、そこの影響⼒もしっかり⾒ていく中で、
どうあるべきなのか議論をしていく⽅が良いのではないか。 

⽥中：⽴地適正化計画でのハザードの扱いを⾒ていて、⾃治体間で⼤きな違いがあると感じている。
被災している⾃治体と未被災⾃治体との捉え⽅の違いを教えていただければと思う。 

池⽥：県内でもいくつかの⾃治体で⽴地適正化計画を作っているが、浸⽔エリアに配慮した計画は郡
⼭市と須賀川市ぐらいと思っている。⽔害リスクを踏まえた防災まちづくりを国交省がやり始
めた時に、郡⼭市も浸⽔対策を⽐較的⼀⽣懸命にやっていたため、早い段階でモデル都市に選
ばれ、国⼟交通省の都市局とやり取りをしながら策定した経緯がある。やはり市町村の中で⼀
番意⾒が分かれたのは L１と L2 についてで、郡⼭市では駅前も含めて浸⽔エリアになる L2 ま
で対応するのは実態として難しい。実際には河川でも計画規模の改修しかしていないので、そ
れを⺠間に求められないこともあり、L1 で判断した。 

⾺場：このセッションでは、誰がどう責任を果たしていくのか、何をしなければいけないのか、また、
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その権利侵害や道徳的な規範、そのような規制をする根拠というのはどういうとこにおいてい
くのか、そして、規範を決めていく中での合意形成のあり⽅をどうするのかなどの提案をいた
だいた。その中で計画をどのように実現させていくかという問題提起をしていただいた。その
答えは、正解が⼀つあるというよりも、モデルケースとして指定された郡⼭市の先⾏的にやる
ような取組み、そこから学んでいくことによって他都市にも広げ、可能性を⾒つけていくこと
が必要である。 
ガバナンスの部分で、市⺠のかかわり⽅や、開発と防災のバランスをどうとるのか。それに対
して議会等がどのように反応をするのかなど、社会に近づくことで⽣じる問題があり、それを
制度で解決できるのかなどの様々な課題が新たに⽣まれているのではないか。 
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【資料】磯村篤範 
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【資料】近藤民代 
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４. 総合討論・まとめ
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４-１ 総合討論・まとめ 

４-１-１ 意見交換・討論 コメンテーター：石川忠晴（東京工業大学 名誉教授）ほか、参加者全員 

【概略】 

新屋：都市計画や市町村単位で解決できない様な問題を、流域治⽔では扱っていかなければいけない
と思っている。それを誰が責任を持って決めていくのかということも考えていかなければいけ
ない。
「情に適う対策」という話もあったが、情というのは⼈の顔が⾒える関係で対話を重ねたり、
お⾦である程度代替をして埋め合わせをしていくこともある中で、どのように⼟地利⽤に組込
んで考えていくのかなど、壮⼤な課題である。

南雲：私⾃⾝は、地域への愛着や地域を⾒る⽬を普段から育てているかが重要だと思っている。そう
いった中で、私たちの分野で今取り組んでいるのが、昨年度から⾼等学校の必修科⽬になった
地理総合の中で、防災を⽬⽟の⼀つにして取り組むことになっている。ただし、問題も多くあ
り、去年ヒアリングをしたところ、実際の授業が三学期の最後になるため、時間がなく省略す
る学校もあるようである。教科書のボリュームが多く端折って駆け⾜でやってしまう学校や、
そもそも先⽣が教えられない問題があるため、研究者などがサポートしていく必要がある。

⽥村：⽔害や流域治⽔は、様々な分野の⼈が⼀緒に考える必要があると改めて感じた。都市側から考
えた時には守る地域と避ける地域と付き合う地域があるのではないか。守るは⼟⽊インフラで
守り、避けるは⼟地利⽤規制や居住誘導等で⽔害を避ける。⼀番⼤事なのは付き合うことで、
上⼿く計画的に氾濫させるような、ある程度リスクを許容しつつそれと付き合っていく社会が
必要になってくるのではないか。そうした時に⼼理学や社会学などでリスク許容度がどの程度
まであるのかというところが個⼈的には結構気になっており、今後わかってくると良い。

吉⽥：最近は、特に流域対策の部分でやはり⽔害対策は、周りの⼈から⾒るとどうしても負のイメー
ジをゼロにする対策のようなイメージとして捉えられてしまうので、最近は何とかマイナスを
プラスにすることによって地域をより良く出来ないかというところが話題にあがっている。特
に、⼈⼝減少が深刻化してきている地⽅都市などは、治⽔対策にお⾦を掛けられないため、⽔
害対策をしながら新たな付加価値を付けることができないか議論している。そうした中で、先
ほどのスケートボードパークなど参考に、何とか⼈を呼び込んでいくことも考えていきたい。

中村：まさに治⽔以外の地域の課題を踏まえて同時に解決なりバージョンアップする形は、この研究
集会の狙いでもあり、議論しても良いのではというところで始まっている。都市計画はそうい
った部分に強い分野ではあるので期待している。

⽯川：今までの研究課題を箇条書きでまとめられていたが、次の段階として関係性の解析が必要であ
る。
２点⽬は、⼟地利⽤規制や移転促進、それに関連することを聞いていると、⼈の価値観を統⼀
して、その価値観を共有、強制されているような気になってくる。住みたい所の選択肢は様々
で、例えば私の場合、江の島の近くに住んでいるが、地震が起きると間違いなく津波が直撃し
て来るが、今更、移転する気もない。他の⾯では⾵光明媚で江の島も鎌倉も近く良いところで、
4 階建てぐらいであれば垂直避難が出来るが⾵致地区になっているため２階建て以上は建てら
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れない。市の部署によって⾵致地区という価値観と災害の部署の価値観は全く違う中で、⼩さ
な市が意思決定できるのか⾮常に不安に思う。 
３点⽬は合意形成で、氾濫すると⽔⽥は被害を受け、それを⽔害と⾔うが、河川からすると当
たり前のことだったりする。⼈間同⼠の合意形成ばかりを⾔っているが、河川と合意形成をし
ないから災害は起こる。⼈間が住む前から河川はそこにあるため、河川の意思も考えなくては
いけない。⾃然の意思が重要で、「法に叶い、理に叶い、情に適う」という中の理に叶っている
かどうかである。 

⼤野：最近の環境経済・政策研究の中では、フューチャーデザインという計画⼿法で、仮想将来⼈を話
合いの中に⼊れると、現代⼈だけで話し合っている時と⽐べて選好が変わるということが注⽬
されている。また、視点を⾮常に先に持っていくことによって、現状では話しにくい所も議論
をしやすくする⼯夫をしたことなどを連想しながら、⾮常に興味深と思い聞かせていただいた。 

⽊内：防災もまちづくりであり、防災だけ⾒てまちづくりをやってはいけないことは、皆さんも同意
できるのではないか。河川で 200・300 年に 1 回などの数字を⾒た時に、その間に富⼠⼭や阿蘇
⼭の噴⽕があるかもしれない。そういった様々なことを⾒なくてはいけない中で、場合によっ
ては⽔害を少し脇におかなくてはいけない場合もどうしても出てくる。それは、都市・⼈・考え
⽅によるところがあると思う。 

⼤⻄：⼈間、特に⽇本⼈は⾃然物を擬⼈化し、プレイヤーと考える癖があり、⾃然との⼀体感を作りだ
していくことが得意である。川の精の役割がものすごく⼤事だと思っているが、研究者がその
役割を果たし得るということが重要なポイントだと思う。 

 
⽯川：国では堤防をどんどん⾼くしていくが、県はそこまでレベルアップできず、そのギャップから

繋ぎ⽬のところの堤防が切れることが起きている。そういった事をまず考えないといけない。
また、流域治⽔を完成させるのは上流と下流が交流し協働することが必要で、その時に重要な
のは上流に対して感謝することであり、流域治⽔の基本である。⼩学校レベルで副読本を作っ
て教育することがもの凄く役に⽴つはずである。 

池⽥：国と県の管理については、確かにそういった感覚を持っており、同じ改修するにしても国は予
算が付くのが早く、規模も相当⼤きい。ただし、国⼟強靱化計画 5 ヵ年計画が進められるよう
になってからは県の整備も進んできている感覚がある。 
交流については、近年、流域治⽔の協議会や特定都市河川の準備会の中で他市町村との交流が
ある。他⾃治体の担当の⽅と話す機会も多く、上流側の遊⽔地の地元説明会等の中で下流側の
⾃治体は何もしないのかという意⾒が出ると聞いている。上流で遊⽔地として買収した⼟地の
活⽤について、流域全体で維持管理やイベントの開催などができないか相談も受けており、下
流側の市町村でまとまって相談、協議などの動きをしているところであり、そういった連携は
図られつつある。 

⽯川：イメージ⼒の問題もあり、災害復興で現状にもどしてもまた切れる可能性がある場合は、堤防
を⼤きくするのではなく、氾濫するのに任せて遊⽔地にしてしまう考え⽅で輪中堤を作って防
げばよいというのが、流域治⽔型の災害復旧というものである。⼈間がどんどんつくりかえて
いるので、エビデンスと同時に何が起きるのかというイメージ⼒が重要である。専⾨家が持つ
べきものであるが、古⽼が持っている可能性もある。 

⽊内：特に下流部に居住していて、破堤して氾濫するのは⾮常に悪い洪⽔で、⼤きな悲劇をもたらす。
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しかし、堤防を上流から下流まで全部整備できないため、溢れさせるところを決め、溢れたこ
とに対する集中的な建築型⼟地利⽤の対策をするというのは、⾮常に都市計画側にとっても理
に適うが、どこでやるのかが問題となる。合意形成の過程としては、もう少しフラットに様々
な案を出し、川の精も含めた様々な主体がかかわって決めるのがあるべき姿なのではないか。 

⽯川：⽔害の問題では、川の精が元来、メジャーなプレイヤーであり、住⺠の中だけではまとまらない
ため、川の精の代弁が出来る専⾨家が居なくてはいけない。シミュレーション結果をもとに様々
なメリット・デメリットを⽰したうえで、川の精の意⾒を充分反映したオルタナティブ（代替
の）中でシナリオを作ったらどうか。 
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４-１-２ まとめと感想 

 

【概略】 

中村：コンピューターシュミレーションが川の精の代弁になるかもしれないということで、佐⼭先⽣
や関係する⽅々には、⾮常に期待がかかる。 

⼤原：本当に対⾯は良いと思った。コロナの期間は休眠状態になっていたのを、⽊内先⽣、中村先⽣の
強⼒なリーダーシップ及び会場を提供いただいている佐⼭先⽣、⼤⻄先⽣、ほか学⽣さんなど
のサポートによって、このように開催が出来て本当に感謝している。 

⾺場：私の準備不⾜やキャパシティでは整理しきれていないことがたくさんあった。今⽇、正解や結
論を出すことはできないが、⼤事なキーワードがたくさん出て来たので、新たな共同研究など
のきっかけになれば良いと思っている。 

佐⼭：前回に⽐べて難易度と具体性が⾼まり、また深まりもあり⾮常によかったと思っている。これ
で終わるということはないと思っている。今回、⽊内先⽣に⼤変ご尽⼒いただき、感謝したい
と思う。 

⽊内：今年の４⽉に異動してから多忙で⾊々とご迷惑をおかけしたと思うが、おかげさまで無事終わ
ることができて皆さんに感謝している。これにて終了ということで、ありがとうございました。 
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資料 

（参加者から提供されたもの）
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